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本書の特徴本書の特徴
 ～地域医療づくりへの提言～ ～地域医療づくりへの提言～

図1　地域医療に関連する要素（調査前のマインドマップ）
1）第Ⅰ章、 2）第Ⅱ章、3）第Ⅲ章、4）第Ⅳ章、5）第Ⅴ章 

課題

現状

理想像
安心して暮らせる
地域医療

介護
・在宅　　
・訪問　　

教育
・卒前教育
・卒後教育

保健

福祉

連携の促
進因子と
阻害因子

行政、医療
者、住民の
取り組み

医療者・行政・住民の
連携不足 2)

医師の
偏在 1)

地域医療を担う医
師像の不明確性と
医師数の不足 1)

医師
・医師数と医師の配置
・関連学会

医療提供体制と制度
・へき地医療支援機構
・医学部「地域枠」と「寄付講座」

解決方法 4,5)

・データの不足
・活用方法

医療報道の
あり方 3)

啓発活動のあり方 3)

・意識や行動の変化

啓発
・行政、住民の活動
・目的や方法

医療報道
・「地域医療」
の使われ方

解決方法
・地域医療関連データ
・研究テーマと研究の質

医学部卒前
教育のあり方 1)

医療提供体制 1)

・医療資源の非効率的活用
・支援体制の不備
・医療へのアクセス評価
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図2　 『安心して暮らせる地域医療づくり』に関する
提言

需要と供給の評価システムの確立
診療提供体制の整備
　集約的、総合的な提供体制の整備
　支援体制の拡充
　医師像の確立
　アクセスの保障
意識への介入・相互理解の構築
　地域医療マインド、専門医としての自覚
　住民意識の適正化

第Ⅰ章『医療・制度・教育』

開かれた連携
　連携を担う人材の教育・育成
　連携を推進する政策の実施
　連携を担う医師の教育
　関係者が集まる定期的な機会の設置
　適切なエリアの設定

第Ⅱ章『保健・医療・介護・福祉』

情報発信
「地域医療」という言葉の意味の共有化と発
信者の意図の明確化
啓発活動
「知識の伝達」ではなく「意識の変化」を促す
啓発活動の拡充

第Ⅲ章『情報発信・啓発活動』

研究の支援体制作り
地域データベースの構築
研究成果やデータベースを医療計画の立案に
活用できる人材の育成

第Ⅳ章『課題解決方法』

地域医療データバンクの構築
地域医療の分析
地域医療情報の共有

第Ⅴ章『地域医療データバンク』
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1） 医師数

2006 18  8

2008 20  286,699
10 224.5  

2004 
16  16,328  6.0

10 12.8  6.0   

2010 22  6

18,288
1.11

10

2011 23  8,923
85 23

 Ⅰ 地域医療の全体像 Ⅰ 地域医療の全体像

 1  医療の現状と課題～医師不足と医療崩壊の構図～ 医療の現状と課題～医師不足と医療崩壊の構図～

表Ⅰ－1　医師数の年次推移 

年度 医師数（人） 人口10万対 
医師数（人） 

1988年 201,658 164.2

1990年 211,797 171.3

1992年 219,704 176.5

1994年 230,519 184.4

1996年 240,908 191.4

1998年 248,611 196.6

2000年 255,792 201.5

2002年 262,687 206.1

2004年 270,371 211.7

2006年 277,927 217.5

2008年 286,699 224.5

2008年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）

Ⅰ　地域医療の全体像Ⅰ　地域医療の全体像 3
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2） 医師の分布
（1） 地域の偏在

10
299.4 146.1
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（倍）

図Ⅰ－1　医師数の推移 、2004年を基準（1.0）とした場合の比率
2008年医師・歯科医師・薬剤師調査 （厚生労働省）
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図Ⅰ－3　人口10万対医師数に関する都道府県間の格差 （Gini係数） の推移
医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）より作成
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図Ⅰ－2　都道府県別、医師数と人口10万対医師数 （人）
2008年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）
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 74 2008 16  
10 293.1  

284 162.6  
1.8
10  

Gini
2000 12  2006 18  

0.196  

（2） 医療施設の偏在

2008 
20  

表Ⅰ－2　二次医療圏別、人口10万対医師数

二次医療圏名 人口10万対医師数（人）

上位 
　東京都・区中央部 1263.1
　東京都・区西部 474.8
　島根県・出雲 425.3
　福岡県・久留米 420.6
　群馬県・前橋 409.8
下位 
　愛知県・尾張中部 74.2
　宮城県・黒川 85.0
　北海道・根室 88.0
　茨城県・鹿行 90.4
　福島件・南会津 91.1

2006年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）と2005
年人口静態統計（総務省）より作成 

表Ⅰ－3　 二次医療圏人口階級別、人口10万対医師数

人口階級 n 人口10万人対医師数（人）

≦10万人 95 152.8 ±  34.0

≦25万人 107 173.9 ±  50.1

≦50万人 80 209.5 ±  78.9

＞50万人 76 236.6 ± 140.1

2006年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）と2005
年人口静態統計（総務省）より作成 

Gini係数 0.196 

Lorenz曲線 

Gini係数 0.196

2000年 2006年

Lorenz曲線

グラフのX軸とY軸は、それぞれ二次医療圏とその人口対医師数の百分位 （実際は０から１） を示している。Lorenz曲線は、二次医療圏ご
との人口10万対医師数を累積して描かれている。このため、曲線が下にたわむ程、格差が大きいこと示している。逆に格差がなければ（す
べての二次医療圏における医師数が同じであれば）、曲線は対角線に一致する。Gini係数は、対角線と曲線 （Lorenz曲線） とで囲まれた面
積に相当し、格差の指標として用いられている。見てわかるように、2000年と2006年とで、二次医療圏における人口10万対医師数の
Gini係数に差は見られない。

図Ⅰ－4　二次医療圏における人口10万対医師数のGini係数の比較

Ⅰ　地域医療の全体像Ⅰ　地域医療の全体像6
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271,897 10 212.9  

46,563  17.1
127,703  47.0

97,631  35.9

2004 16  

 
1996 8  2000 12  

2008 20

表Ⅰ－4　従事施設別、医師数と構成割合の年次推移 

総数 医育機関附属病院 病院 診療所

1988年 193,682（100.0） 36,389（18.8） 84,636（43.7） 72,657（37.5）
1990年 203,797（100.0） 37,942（18.6） 90,823（44.6） 75,032（36.8）
1992年 211,498（100.0） 39,063（18.5） 96,782（45.8） 75,653（35.8）
1994年 220,853（100.0） 40,747（18.4） 102,665（46.5） 77,441（35.1）
1996年 230,297（100.0） 41,163（17.9） 107,036（46.5） 82,098（35.6）
1998年 236,933（100.0） 41,101（17.3） 111,999（47.3） 83,833（35.4）
2000年 243,201（100.0） 41,845（17.2） 112,743（46.4） 88,613（36.4）
2002年 249,574（100.0） 43,138（17.3） 115,993（46.5） 90,443（36.2）
2004年 256,668（100.0） 43,423（16.9） 120,260（46.9） 92,985（36.2）
2006年 263,540（100.0） 44,688（17.0） 123,639（46.9） 95,213（36.1）
2008年 271,897（100.0） 46,563（17.1） 127,703（47.0） 97,631（35.9）

人（％）、2008年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）

-0.04

-0.03

-0.02

-0.01

0.00

0.01

0.02

0.03

0.04

医育機関附属病院

病院

診療所

2008 （年）

（倍）

200620042002200019981996199419921990

図Ⅰ－5　 従事医療機関別医師数増加比率の変化 （2年間の差） の年次推移、医
療施設従事医師数の増加率を基準とした場合

医師・歯科医師・薬剤師調査 （厚生労働省）から作成
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図Ⅰ－6　医療施設従事医師数に占める診療科別医師数割合、上位15診療科
2008年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）

表Ⅰ－５　診療科 （主たる） 別、医師数 （上位15診療科）  

診療科 医療施設従事者 病院従事者 診療所従事者

内科 62,845 （23.1） 23,613 （13.5） 39,232 （40.2）
整形外科 19,273 （ 7.1） 11,976 （ 6.9） 7,297 （ 7.5）
外科 16,865 （ 6.2） 12,734 （ 7.3） 4,131 （ 4.2）
小児科 15,236 （ 5.6） 8,721 （ 5.0） 6,515 （ 6.7）
精神科 13,534 （ 5.0） 10,575 （ 6.1） 2,959 （ 3.0）
眼科 12,627 （ 4.6） 4,722 （ 2.7） 7,905 （ 8.1）
消化器内科（胃腸内科） 11,187 （ 4.1） 8,047 （ 4.6） 3,140 （ 3.2）
循環器内科 10,144 （ 3.7） 8,443 （ 4.8） 1,701 （ 1.7）
産婦人科 10,012 （ 3.7） 5,693 （ 3.3） 4,319 （ 4.4）
耳鼻いんこう科 8,936 （ 3.3） 3,542 （ 2.0） 5,394 （ 5.5）
皮膚科 8,214 （ 3.0） 3,358 （ 1.9） 4,856 （ 5.0）
麻酔科 7,067 （ 2.6） 6,553 （ 3.8） 514 （ 0.5）
脳神経外科 6,398 （ 2.4） 5,442 （ 3.1） 956 （ 1.0）
泌尿器科 6,324 （ 2.3） 4,663 （ 2.7） 1,661 （ 1.7）
放射線科 5,187 （ 1.9） 4,865 （ 2.8） 322 （ 0.3）
人（%）、2008年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）
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図Ⅰ－7　診療科 （主たる） 別医師数の推移、1994年を基準とした場合
医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）から作成。*2008年の内科は腎臓内科、糖尿病内
科（代謝内科）、及び血液内科を含む。また、外科は、乳腺外科と消化器外科（胃腸外科）を含む。
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図Ⅰ－8　診療科 （主たる） 別医師数、2年間の増加割合の推移
医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）から作成。*2008年の内科は腎臓内科、糖尿病内
科（代謝内科）、及び血液内科を含む。また、外科は、乳腺外科と消化器外科（胃腸外科）を含む。
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図Ⅰ－９　診療施設別、内科関連診療科（主たる）医師数の2年間ごとの増加割合の推移
医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）から作成。*2008年の
内科は腎臓内科、糖尿病内科（代謝内科）、及び血液内科を含む。
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図Ⅰ－10　医療施設数の推移、1987年を1.0とした場合
医療施設調査（厚生労働省）から作成

表Ⅰ－6　医療施設数の年次推移

1987年 1990年 1993年 1996年 1999年 2002年 2005年 2007年 2008年 2009年

施設数

病院 9,841 10,096 9,844 9,490 9,286 9,187 9,026 8,862 8,794 8,739

　精神科病院 1,044 1,049 1,059 1,057 1,060 1,069 1,073 1,076 1,079 1,083

　一般病院 8,765 9,022 8,767 8,421 8,222 8,116 7,952 7,785 7,714 7,655

　　療養病床を有する病院 － － 41 494 2,227 3,723 4,374 4,135 4,067 4,021

一般診療所 79,134 80,852 84,128 87,909 91,500 94,819 97,442 99,532 99,083 99,635

　有床 24,975 23,589 22,383 20,452 18,487 16,178 13,477 12,399 11,500 11,072

　　療養病床を有する一般診療所 － － － － 1,795 2,675 2,544 1,887 1,728 1,625

　無床 54,159 57,263 61,745 67,457 73,013 78,641 83,965 87,133 87,583 88,563

人口10万対施設数

病院 8.0 8.2 7.9 7.5 7.3 7.2 7.1 6.9 6.9 6.9 

　精神科病院 0.9 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 0.8 

　一般病院 7.2 7.3 7.0 6.7 6.5 6.4 6.2 6.1 6.0 6.0 

　　療養病床等を有する病院 － － 0.0 0.4 1.8 2.9 3.4 3.2 3.2 3.2 

一般診療所 64.7 65.4 67.4 69.8 72.2 74.4 76.3 77.9 77.6 78.1 

　有床 20.4 19.1 17.9 16.2 14.6 12.7 10.5 9.7 9.0 8.7 

　　療養病床を有する一般診療所 － － － － 1.4 2.1 2.0 1.5 1.4 1.3 

　無床 44.3 46.3 49.5 53.6 57.6 61.7 65.7 68.2 68.6 69.5 

2009年医療施設調査（厚生労働省）
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図Ⅰ－11 開設者別、病院数の推移、1987年を基準とした場合
医療施設調査（厚生労働省）から作成
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図Ⅰ－12　病床規模別、病院数（有床診療所含）割合の推移、1987年を基準とした場合
医療施設調査（厚生労働省）から作成
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図Ⅰ－13　救急出動件数と搬送人員の推移
2011年度救急・救助の概要（消防庁）
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図Ⅰ－14　現場到着時間と病院収容時間の推移
2011年度救急・救助の概要（消防庁）

表Ⅰ－７　医療機関に受入れの照会を行った回数ごとの件数

1回 2～ 3回 4～ 5回 6～ 10回 11回～ 合計 最大照会回数  

重症以上傷病者 348,233（84.7） 49,624（12.1） 8,880（2.2） 3,607（0.9） 677（0.2）411,021 40

産科・周産期傷病者 13,551（85.0） 1,865（11.7） 373（2.3） 133（0.8） 11（0.1） 15,933 24

小児傷病者 283,313（82.4） 51,023（14.8） 7,044（2.0） 2,275（0.7） 250（0.1）343,905 33

救命救急センター等
搬送傷病者 407,589（84.8） 57,582（12.0） 10,403（2.2） 4,212（0.9） 1,003（0.2）480,789 40

件数（%）、2009年中の救急搬送における医療機関の受入状況等実態調査（消防庁）

Ⅰ　地域医療の全体像Ⅰ　地域医療の全体像14



第
Ⅰ
章

第
Ⅰ
章

病院閉鎖 医師退職

赤字経営

過重労働

救急受入困難 診療科偏在

人経費の増加
過剰設備投資

医療収益の減少

住民権利意識

患者の病院志向（検査希望）
医療機関依存傾向（セルフケア低下）
適切な手続き（インフォームドコンセント等）

診療範囲限定診療萎縮

訴訟リスク

財政悪化に伴う
病院の維持困難

二次医療機関
地域基幹病院

対象人口の減少

業務量の増加

医療技術の進歩：高度化
医療の細分化

入院患者の減少

医師の引き揚げ
医療費抑制政策

労働環境の悪化

地域偏在 医師不足

医療関連報道

医師の
意識変化

住民の
意識変化

需要供給
評価不足

診療範囲
の狭小化

診療支援
の不備

意欲低下

図Ⅰ－15　医療崩壊の模式図とその原因

救急医療提供体制の立て直し

国民の生命を守る観点に立てば、救急医療は最も重要な医療の一つと言えるだろう。しかし、高齢者や共働
き世帯の増加、安易な救急車の利用、救急救命医の不足、メディカルコントロールの不備などもあり、救急医
療を必要とする患者がスムーズに医療機関に搬送されず、痛ましい事件が生じている。我が国の救急医療提供
体制は、民間の医療機関が全体の約7割を担っている（2010（平成22）年版　救急・救助の現況）。救急告示
医療機関は、1989（平成元年）年をピークに減少傾向にあり、診療所に至っては7割以上減っているため、
救急医療提供体制を立て直す必要性が高まっているといえよう。
ここでは、その対策のうち主要なものを３つ紹介したい。一つ目は、2009（平成21）年の消防法改正により、
各都道府県に対する「傷病者の搬送・受け入れ実施基準」の策定が義務付けられたことがあげられる。救急患
者が何度も断られた痛ましい事件が起きたことが契機となり、傷病者の状態に応じて、スムーズに適切な医療
機関に搬送されるよう、判断基準とその受入先をあらかじめ定めたものである。
二つ目は、医師以外の救急医療の担い手を確保する方法である。その最たるものが、1991（平成13）年に
誕生した救急救命士の制度である。この救急救命士は、消防隊員が目の前の患者に対して、救命に必要な医療
行為ができない現実をまとめた手記がきっかけになり、法制度化された。2011（平成23）年4月1日現在で、
救急救命士が常に乗車している救急隊は全体の80.5％に達しており、認められる医療行為の範囲も順次拡大
されつつある。また2004（平成16）年頃から学校や駅、空港施設等の公共施設にAED（自動体外除細動機）
が設置されることが多くなった。これも医師以外に救急医療の担い手を確保することの一貫である。
三つ目の動きは、医療へのアクセス手段の拡大と確保である。救急医療機関への重要なアクセス手段として、
救急自動車があげられるが、2001（平成13）年にドクターヘリの事業が開始され、2007（平成19）年に「救
急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法」が制定されてから、急速にドクターヘリ
を整備する地域が多くなっている。これは防災ヘリと合わせて、緊急時の医療へのアクセス手段の確保対策と
して重要視されている。
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1） 医療需要の把握

2010 22    
128,056,026

 2005 17  288,032
47 9

 
 

4

 16  
2035 47  

 IT   
 

2  安心して暮らせる医療の枠組み 安心して暮らせる医療の枠組み

表Ⅰ－８　 安心して暮らせるための医療の確保に
向けて

1) 需要予測に基づく医療提供体制の構築 
 需要と供給との適切な評価システムの確立 
  ・需要分析、供給評価システムの開発 
2) 医療提供体制の整備 
 医療機関ごとの医療提供レベルの整理 
  ・専門医療・高度医療の集約的提供体制の整備 
  ・総合的な医療提供体制の整備 
  ・これらの連携を支援する体制 
3) 意識への介入・相互理解の構築 
　(1) 医師養成課程でのプロフェッショナリズムの醸成 
  ・地域医療マインドの醸成 
  ・専門医としての役割の自覚 
　(2) 住民意識の適正化 
  ・相談できる医師 (かかりつけ医) の確保 
  ・セルフケア、保健意識を向上させる活動の促進
  ・医療提供体制の理解の促進

プロフェッショナリズム：プロ意識、職人気質、
地域医療マインド：地域医療に対する心構え、意欲、使命感、
セルフケア：自分で自分の健康を管理すること、疾病やけがに
対応をすること
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2） 医療提供体制の整備
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図Ⅰ－17　医療提供体制の4つの視点
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図Ⅰ－16　疾病分類別受療者数推計（2010年以降、群馬県入院患者数）
（2006年群馬県国民健康保険疾病統計と人口動態統計から作成）
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図Ⅰ－19　 重症度別にみた医療機関の役割、
段階的医療提供体制
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図Ⅰ－18　住民の受療行動（模式図）
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（4） 支援する仕組み
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3） 意識への介入
（1） 医師の意識

1

 
2000

 
2004

 

表1－9　住民が医師に求めるもの

• 信頼される医療の提供 
• 幅広い医療の提供
• 初期救急医療の提供
• 保健や福祉（在宅）に関する実践能力
• 住民との良好な人間関係
• 医療機関の健全な経営

2008 20    

70

 .3.1 P.21
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 1） 地域医療に求められる医師像

  

   

   

（1） 背景
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（2）  地域医療の現場から描かれる医師像

3

①幅広い症状に対して診療ができる
②初期救急には必ず対応できる
③地域のニーズに応じて自らを柔軟に変化させるこ
とができる

①幅広い症状に対して診療ができる
21 23 

10 
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図Ⅰ－21　診断可能な疾患の項目数と医師の割合の関係
週刊日本医事新報2011年12月17号より一部改変
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図Ⅰ－22　診断可能な救急対応の項目数と医師の割合の関係
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図Ⅰ－23　診断可能な症候の項目数と医師の割合の関係
週刊日本医事新報2011年12月17号より一部改変
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自治医大卒総合医 消化器・一般外科専門医 整形外科専門医
循環器内科専門医 産科・婦人科専門医 小児科専門医
消化器内科専門医

表Ⅰ－10　自治医大卒総合医の80％以上が共通して診断可能とした上位項目

疾患 

便秘症 急性胃腸炎 胃食道逆流症[逆流性
食道炎<GERD>] 肺炎、胸膜炎 高血圧症 過換気症候群 

高尿酸血症、痛風 急性腎盂腎炎、尿路
感染症 

脂質異常症<高脂血
症>

上気道炎、扁桃炎、
急性気管支炎、急性
細気管支炎 

鉄欠乏性貧血、二次
性貧血 

胃潰瘍、十二指腸潰
瘍<消化性潰瘍> 

糖尿病、メタボリッ
クシンドローム 

気管支喘息<小児喘
息を含む> 尿路結石 動脈硬化症 胆石症、胆嚢炎、胆

管炎 腸閉塞 

脳卒中後遺症 脳梗塞 慢性閉塞性肺疾患
<COPD> 

肺水腫、うっ血性心
不全 蕁麻疹 敗血症 

甲状腺機能亢進症・
低下症 アナフィラキシー 慢性呼吸不全 糖尿病性腎症 自然気胸、緊張性気

胸 急性・慢性腎不全 

急性食中毒 アレルギー性鼻炎 良性発作性頭位眩暈
症 急性虫垂炎 熱中症、寒冷による

障害 急性・慢性膵炎 

緊張型頭痛、片頭痛 
機能性消化管障害
<機能性ディスペプシ
ア、過敏性腸症候群> 

肝硬変、肝不全、肝
性脳症 

急性・慢性肝炎、脂
肪肝 薬疹 皮膚潰瘍、褥創 

骨粗鬆症 不整脈 胃癌 急性心筋梗塞、急性
冠症候群、狭心症 急性・慢性副鼻腔炎 出血傾向、播種性血

管内凝固<DIC> 

認知症 気道閉塞 脳出血、くも膜下出
血、頭蓋内血腫 

湿疹・皮膚炎、接触
皮膚炎、アトピー性
皮膚炎 

症候 

脱水 高血圧 発熱 悪心、嘔吐 浮腫 全身倦怠感 
胸やけ 顔色不良、顔面蒼白 腹部膨隆・膨満 腹痛 胸痛、胸部圧迫感 咽頭痛 

呼吸困難、息切れ 意識障害、失神 喘鳴 黄疸 動悸、頻脈、徐脈、
不整脈 

咳、喀痰、血痰、喀
血 

ショック 便秘、下痢、(粘)血便 チアノーゼ 体重減少・増加 肥満、やせ 腹部腫瘤 

吐血、下血 不穏 頭痛、頭重感 多尿、頻尿 嚥下困難<障害>、誤
嚥 けいれん 

血尿、蛋白尿、膿尿 尿閉、尿失禁、排尿
困難 掻痒、皮疹 鼻出血 乏尿、無尿 睡眠障害 

腰背部痛、筋肉痛 

救急 
心肺(機能)停止 下痢 嘔吐 ショック 失神、意識障害、麻

痺 誤飲、誤嚥 

呼吸困難 けいれん、けいれん
重積状態 尿閉 激しい腹痛・腰痛 重症感染症 高熱、低体温 

激しい頭痛 急性消化管出血 激しい胸痛・背部痛 めまい、耳鳴り 
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正 常 妊 娠 妊 娠 悪 阻  

子 宮 外 妊 娠  

認 知 症  

ア ル コ ル ・ 薬 物 依 存 症  

う つ 病 双 極 性 障 害  

統 合 失 調 症  

不 安 障 害  

身 体 表 現 性 障 害 ス ト レ ス 関 連 障 害  

睡 眠 障 害  

睡 眠 時 無 呼 吸 症 候 群  

湿 疹 ・ 皮 膚 炎 接 触 皮 膚 炎 ア ト ピ 性 皮 膚 炎  

蕁 麻 疹  

ウ ル ス 性 発 疹 症  

結 膜 炎 角 膜 炎  

白 内 障  

緑 内 障  

糖 尿 病 ・ 高 血 圧 ・ 動 脈 硬 化 に よ る 眼 底 変 化  

急 性 中 耳 炎  

良 性 発 作 性 頭 位 眩 暈 症  

ア レ ル ギ 性 鼻 炎  

急 性 ・ 慢 性 副 鼻 腔 炎  

上 気 道 炎 扁 桃 炎 急 性 気 管 支 炎 急 性 細 気 管 支 炎  

気 管 支 喘 息  

肺 炎 胸 膜 炎  

慢 性 閉 塞 性 肺 疾 患  

肺 結 核  

慢 性 呼 吸 不 全  

肺 癌  

自 然 気 胸 緊 張 性 気 胸  

気 道 閉 塞  

急 性 呼 吸 不 全 急 性 呼 吸 促 迫 症 候 群  

肺 循 環 障 害  

肺 水 腫 う 血 性 心 不 全  

過 換 気 症 候 群  

不 整 脈  

先 天 性 心 疾 患  

弁 膜 症  

急 性 心 筋 梗 塞 急 性 冠 症 候 群 狭 心 症  

心 筋 症  

高 血 圧 症  

動 脈 硬 化 症  

急 性 大 動 脈 解 離 大 動 脈 瘤 破 裂  

閉 塞 性 動 脈 疾 患  

深 部 静 脈 血 栓 症 下 肢 静 脈 瘤  

胃 食 道 逆 流 症  

胃 ・ 食 道 静 脈 瘤  

食 道 癌  

胃 潰 瘍 十 二 指 腸 潰 瘍  

胃 癌  

急 性 胃 腸 炎  

便 秘 症  

乳 児 下 痢 症  

急 性 虫 垂 炎  

炎 症 性 腸 疾 患  

機 能 性 消 化 管 障 害  

大 腸 癌  

痔 瘻 痔 核  

急 性 ・ 慢 性 肝 炎 脂 肪 肝  

肝 硬 変 肝 不 全 肝 性 脳 症  

肝 癌  

胆 石 症 胆 嚢 炎 胆 管 炎  

急 性 ・ 慢 性 膵 炎  

膵 癌  

鼠 径 ヘ ル ニ ア  

腸 閉 塞  

腸 重 積  

汎 発 性 腹 膜 炎  

鉄 欠 乏 性 貧 血 二 次 性 貧 血  
急 性 白 血 病  
出 血 傾 向 播 種 性 血 管 内 凝 固  
悪 性 リ ン パ 腫  

急 性 ・ 慢 性 糸 球 体 腎 炎 症 候 群 ネ フ ロ ゼ 症 候 群  

急 性 腎 盂 腎 炎 尿 路 感 染 症  

糖 尿 病 性 腎 症  

急 性 ・ 慢 性 腎 不 全  

腎 癌 膀 胱 癌  

尿 路 結 石  

前 立 腺 肥 大 症 前 立 腺 癌  

子 宮 内 膜 症 月 経 困 難 症  

卵 巣 癌  

子 宮 筋 腫  

子 宮 頸 癌 子 宮 体 癌  

更 年 期 障 害  

緊 張 型 頭 痛 片 頭 痛  

脳 出 血 く も 膜 下 出 血 頭 蓋 内 血 腫  

脳 梗 塞  

脳 卒 中 後 遺 症  
Parkinson 病  

髄 膜 炎 脳 炎 脳 症  

熱 性 け い れ ん  

て ん か ん  

脳 性 麻 痺  

変 形 性 脊 椎 症 脊 柱 管 狭 窄 症  

椎 間 板 ヘ ル ニ ア  

肩 関 節 周 囲 炎  

変 形 性 関 節 症  

関 節 リ ウ マ チ  

骨 折  

頭 部 外 傷 脊 髄 損 傷  

甲 状 腺 機 能 亢 進 症 ・ 低 下 症  

糖 尿 病 メ タ ボ リ ク シ ン ド ロ ム  

脂 質 異 常 症  

高 尿 酸 血 症 痛 風  

骨 粗 鬆 症  

乳 癌  

ア ナ フ ラ キ シ  

薬 疹  

敗 血 症  

急 性 食 中 毒  

皮 膚 潰 瘍 褥 創  

熱 中 症 寒 冷 に よ る 障 害  
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図Ⅰ－25　可能とした自治医大卒総合医の割合（救急）

確かな診断に基づいた適切な治療が可能 確かな診断を下すことが可能 診察は行うことが可能
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図Ⅰ－26　可能とした自治医大卒総合医の割合（症候）
週刊日本医事新報2011年12月17号より一部改変
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図Ⅰ－27　診療レベルごとの回答数
週刊日本医事新報2011年12月17号より一部改変
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表1－11　自治医大卒総合医の25％以上が共通して診療できないとした項目

疾患 

子宮外妊娠<異所性妊
娠> 

正常妊娠、妊娠悪阻 子宮頸癌、子宮体癌 
子宮内膜症、月経困難
症 

緑内障 

糖尿病・高血圧・動脈
硬化による眼底変化 

卵巣癌 統合失調症 先天性心疾患 子宮筋腫 

白内障 脳性麻痺 乳癌 

症候 

胎児・新生児の異常 
妊娠・分娩・産褥の異
常 

性発達の異常 精神発達の遅れ 運動発達の遅れ 

性器出血 月経異常、無月経 啼泣異常 哺乳力低下 体重増加不良 

活動性低下 
乳房のしこり・左右差、
皮膚の陥凹 

救急 産科領域の救急<流・
早産、正期産> 

精神科領域の救急 眼痛、眼の損傷 
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（3） まとめと提言

 「地域のニーズに応じて自らを柔軟に変化
させ、一部の特定領域を除く幅広い診療能力を有し、
重篤な病態を含め救急にも十分に対応する医師像」 

 
   GP General 

Practitioner   

 

 

2011 12 17
OPINION  

 

 2）  医師でなければできない保健活動
（1） 現状

12

表Ⅰ－12　医師の関与が必要な保健・福祉活動

分野 医師の独占業務 医師の関与が望ましい業務

地域保健

予防接種 プランニング

各種検診
健康教育

保健指導

職域保健
産業医活動 プランニング

検診結果の判定と事後指導 ３管理全般
（作業環境管理、作業管理、健康管理）

学校保健 学校医
プランニング

保健教育

福祉 意見書作成（介護保険） プランニング

Ⅰ　地域医療の全体像Ⅰ　地域医療の全体像 29



第
Ⅰ
章

第
Ⅰ
章

12

50

2009
21

22,258 58,490
10,864 28,799 5,183

12,883

（2） 課題

13 50

1,000

500

13

13
50

14

15

50 50

表Ⅰ－13　　産業医の要件と労働安全衛生規則14条2項該当項目

要件 該当項目

日本医師会認定の産業医学基礎研修受講者（50単位） 1

産業医科大学の産業医学基礎講座修了者 1

産業医大卒業者で指定の実習履修者 2

労働衛生コンサルタント（保健衛生）試験合格者 3

大学で労働衛生に関する科目を担当する教授、准教授、講師（常勤）または経験者 4

その他、厚生労働大臣が定める者 5
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10

OJT On the Job Training

16

表Ⅰ－15　日本医師会認定産業医取得のための研究内容

項目 単位数

入門的な前期研修

総論 2

健康管理 2

メンタルヘルスケア概論 1

健康保持増進 1

作業環境管理 2

作業管理 2

有害業務管理 2

産業医活動の実際 2

小計 14

実習・見学などの
実地研修 主に職場巡視などの実地研修　環境測定実習などの実務的研修 10

地域の特性を考慮した実務的・やや専門的・総括的な後期研修 26

合計 50

表Ⅰ－14　産業医の職務と労働安全衛生規則14条1項該当項目

要件 該当項目

衛生委員会（安全衛生委員会）委員（労働安全衛生法18条、19条）

月１回の職場巡視（労働安全衛生規則15条1項）

健康診断及び面接指導等の実施並びにこれらの結果に基づく
労働者の健康を保持するための措置 1

作業環境の維持管理 2

作業の管理 3

労働者の健康管理 4

健康教育、健康相談その他労働者の健康の保持増進を図るための措置 5

衛生教育 6

労働者の健康障害の原因の調査及び再発防止のための措置 7
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OJT

http://www.city.
higashimurayama.tokyo.jp/reiki_int/reiki_
honbun/f2000155001.html

（3） 提言

①産業医及び学校医への総合的な診療活動ができる
医師の登用

②学校医の職務の確立

③学校医委嘱前の教育の充実

④産業保健と学校保健の接近

表Ⅰ－16　学校医の職務と学校保健安全法施行規則22条1項該当項目

項目 該当項目

学校保健計画及び学校安全計画の立案に参与 1

学校の環境衛生の維持及び改善に関し、学校薬剤師と協力して、
必要な指導及び助言 2

健康相談 3

保健指導 4

健康診断 5, 9

疾病の予防処置 6

感染症の予防に関し必要な指導及び助言、学校における感染症及び
食中毒の予防処置 7

校長の求めにより、救急処置 8

必要に応じ、学校における保健管理に関する専門的事項に関する指導 10
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 3）  医療機関へのアクセスと効率的
な医療体制

（1） アクセスの保障

①アクセスと国民皆保険
1959 34  

1961 36  

1955 30  
1965 40  

2 28
14 55

②アクセスの二つの視点

2011

Guagliardo MF Int J Health Geogr 2004  

1955年 
1960年 
1965年

0

1000

2000

3000

4000

5000

6000

7000

8000

9000
（人）

総数 0歳 1-4歳 5-14歳 15-24歳 25-34歳 35-44歳 45-54歳 55-64歳 65-74歳 75歳≦
図Ⅰ－28　国民皆保険制度前後の年齢階級別受療率 （人口10万対）

患者調査 (厚生労働省)から作成
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2 2
 29

（2） アクセスの評価

①人口当たりと面積当たりによる評価

10

100km2

10
100km2 30

 2009
空間的

現実的

非空間的

現実的

空間的

潜在的

非空間的

潜在的

図Ⅰ－29　二つの視点によるアクセスの分類
(Guagliardo MF、Int J Health Geogr、2004 ) 

0
.
1

0 20 40 60 80 100 120

西方町
野木町
茂木町
上三川町
矢板市
那珂川町
益子町
那須町
日光市
高根沢町
塩谷町
市貝町
さくら市
鹿沼市

那須塩原市
大田原市
那須烏山市
栃木市
芳賀町
足利市
壬生町
岩舟町
小山市
佐野市
下野市
真岡市
宇都宮市

(人)

100km2当たり

人口10万人当たり

図Ⅰ－30　栃木県における人口10万当たり及び100km2当たり診療所医師数
栃木県保健統計年報2008年版 （栃木県）
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②地理情報システムを用いた評価
GIS

Geographical Information 
System GIS  

 
 

GIS

GIS

GIS

GIS

31
2,706 2005 

17  2,750
44

 
32 5km 8.7

1,000 19
2km 34.1

33 1km
2km

5km
98.0 2.7  SD

2km 80.9
5km 98.5 201.7

 2005 17  38.4
2km 3.1 5km

図Ⅰ－31　栃木県の診療所の地理的分布
2005年国勢調査と2010 年関東地方厚生（支）局
栃木事務所の医療機関一覧とから作成

1kmメッシュ人口

診療所

1－  459
460－1366
1367－2747
2748－4671
4672－8846
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FOMA NTT docomo  
 

34 FOMA

GIS

③アクセスの保障

GIS
  

2km 30

5km
10

31.0%31.0% 16.3%16.3% 18.6%18.6% 11.9%11.9% 8.3%8.3%

5.1%5.1%

8.7%8.7%

500m圏内 1km圏内 2km圏内 3km圏内 4km圏内 5km圏内 5km以上

図Ⅰ-32 栃木県内2,706地区の中心から一定の範囲内 （km） に診療所が存在する割合
2005年国勢調査と2010年関東地方厚生（支）局
栃木事務所の医療機関一覧とから作成

20
40

60
80

10
0

1km圏内 2km圏内 3km圏内 4km圏内 5km圏内

(％) 

42.1±14.8

(平均±ＳＤ) 74.0±16.1
87.6±10.7 94.6±5.4 98.0±2.7

図Ⅰ－33 栃木県市町別、各市町人口に対する診療所から一定の範囲内 （km） の人口割合
2005年国勢調査と2010年関東地方厚生（支）局
栃木事務所の医療機関一覧とから作成
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2010年9月末時点

5km圏外の人口メッシュ

図Ⅰ－34　 栃木県における診療所から5km圏内の人口メッシュ
とFOMAサービスエリアとの比較

FOMAサービス・プラスエリア

（NTT ホームページ：http://servicearea.nttdocomo.co.jp/inet/GoRegcorpServlet?rgcd=03
&cmcd=FOMA&scale=500000&lat=36.559712&lot=139.88671, accessed on 5 Oct 2010）

診療所から5km圏内の人口メッシュ

2005年国勢調査と2010年関東地方厚生（支）局
栃木事務所の医療機関一覧とから作成
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（3） 受療動向

①フリーアクセスの課題
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.1 P.3

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000
初 診 再 来(千人)

（年） （年） （年）

(千人)

病院

病院

診療所

診療所

0

2

4

6

8

10

12

14
診療間隔(日)

病院

診療所

20
08

20
05

20
02

19
99

19
96

19
93

19
90

19
87

19
84

19
80

20
08

20
05

20
02

19
99

19
96

19
93

19
90

19
87

19
84

19
80

20
08

20
05

20
02

19
99

19
96

19
93

19
90

19
87

19
84

19
80

図Ⅰ－35 初診及び再来推計患者数、再来患者の平均診療間隔の推移
2008 （平成20） 年患者調査 （厚生労働省）
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2008 20  
35.0

 
17 2002 14  44.6

9.5

5.8  
4.9  

 

 
2008

（4） 提言：効率的な医療体制

 
36

表Ⅰ－17 病院の種類別にみた外来患者の重複受診を含む受療状況 （%）

計 かかって
いる

違う病気
で他の医
療機関に
かかって

いる

同じ病気
について、
異なる目
的 で か
かってい
る（専門的
治療や検
査、医師
の紹介な
どを含む）

同じ病気
で他の医
師の意見
を聞くた
め に か
かってい
る（セカン
ドオピニ
オン外来
を含む）

同じ病気
でその他
の理由に
よ り か
かってい

る

かかって
いない

この病院
で他の診
療科にか
かってい

る

他に
かかって
いない

無回答

総　　数 100.0 35.0 29.2 3.4 0.9 1.5 38.1 9.5 28.6 26.9

　特定機能病院 100.0 36.8 29.0 4.6 1.4 1.9 39.4 13.3 26.1 23.8

　大病院 100.0 35.3 28.7 3.8 1.1 1.7 39.5 11.7 27.7 25.3

　中病院 100.0 34.4 28.8 3.3 0.9 1.5 38.5 10.3 28.2 27.1

　小病院 100.0 38.7 34.3 2.5 0.7 1.2 34.9 3.9 31.0 26.4

　療養病床を有する病院 100.0 33.4 27.9 3.3 0.9 1.4 38.0 8.6 29.3 28.6

2008年受療行動調査（厚生労働省）

診療所 

患者

診療所 

病院 

病院 

大病院 

診療所 

診療所 

診療所 

図Ⅰ－36 効率的な医療提供体制、段階的受診モデル
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 Sekine S Gen Med 2010

国民皆保険とは何か

1961（昭和36）年に全市町村において国民健康保険が整備され、それまで未保険者であった地域の農業従
事者や自営業者等も、公的医療保険に加入することが義務づけられた。その結果、すべての国民は職業や居住
地に応じて「公的」医療保険に加入することになり、医療の皆保険体制が実現した。
その後の制度改革を経て、現在の公的医療保険は、①サラリーマンとその家族を対象とした被用者保険（職
域保険）と、②自営業や高齢者等を対象とした地域保険、③75歳以上の後期高齢者が加入する後期高齢者医
療制度の３つで構成されている。被用者保険には、大企業で働く者とその家族が加入する「健康保険組合」（通
称、健保組合）、中小企業で働く者とその家族が加入する「全国健康保険協会」（通称、協会けんぽ）、公務員
や私学の教職員が加入する「共済組合」がある。地域保険には、各市町村が運営する国民健康保険（通称、市
町村国保）と、各都道府県で従事している特定の職業集団（医師や歯科医師、建設関係の従事者等）で組織さ
れた国民健康保険組合（通称、国保組合）がある。時折、被用者保険のことを「社会保険」と呼ぶことがある
が、本来、社会保険は「公的保険」を指す言葉なので注意が必要である。
このように1961（昭和36）年以降公的医療保険に加入することが義務付けられてきたため、日本では皆保

険というと、「すべての国民が、公的医療保険に加入することを意味する」と思われている。しかし、皆保険
の本来の目的は、「すべての国民に対して医療への経済的なアクセスを保障すること」にある。その目的から
すれば、必ずしも全国民が公的医療保険に加入することは必要ではない。実際、皆保険制度と謳っている先進
諸国の中には、高所得者を公的医療保険の対象から外しながらも、民間の医療保険への加入を義務づけている
国もある。
日本は先進諸国の中でも突出して財政状況が厳しい状態にあるため、将来的には医療保険制度のあり方を見
直す時期が来るかもしれない。制度案の一つとして、高所得者を公的医療保険の対象から外す、あるいは逆に
低所得者に重点的に税金を投入するということもあり得るだろう。その時に皆保険が崩れるという意見がある
かもしれないが、「医療への経済的なアクセスを保障する」という皆保険の本来の趣旨から考えれば、現在の
形が崩れたとしても皆保険が崩壊するとは必ずしも言えないのである。
なお、日本では、皆保険の条件として、フリーアクセス（受診する医療機関を自由に選択できること）を前
提とする議論があるが、皆保険とフリーアクセスは、異なる目的を持ったシステムであり、議論の際にはそれ
ぞれの制度の目的をもう一度確認する必要があるだろう（「フリーアクセスと国民皆保険はセットの制度か？」
コラム P.41参照）。
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 フリーアクセスと国民皆保険はセットの制度か？

日本の医療保険制度の特徴として、国民皆保険とフリーアクセス（受診する医療機関を自由に選択できるこ
と）をあげる議論が多い。両者を一体的なシステムととらえている読者もいるかもしれないが、実は、それぞ
れ異なる目的を持っており、必ずしもセットで採用される必要はない。
国民皆保険の目的は、「すべての国民に対して医療への経済的なアクセスを保障する」ことにある。一方、
フリーアクセスは、「受診する医療機関の選択の自由を保障する」ことを目的としている。つまり、目的から
考えると、国民の医療への経済的なアクセスが保障されていれば、皆保険と言えるため、フリーアクセスのシ
ステムをセットで導入する必要はない。それにも関わらず、日本でフリーアクセスを前提とする皆保険の議論
が多いのはなぜだろうか。この大きな理由として、全国的に統一された診療報酬制度と保険者の財政責任が不
明確である点をあげることができるだろう。
日本では、個々の医療行為の単価が、全国的に統一された公定価格によって定められている。そのため、健
康保険であれ、協会けんぽであれ、国民健康保険であれ、どの保険に加入していようとも、診療報酬は基本的
に同じである。患者からすれば、加入している保険の種類、そして受診する医療機関によって医療サービスの
価格が変わらないのであれば、受診する医療機関は自由に選択できた方がいいということであろうか。
ちなみに、他の先進諸国ではフリーアクセスは一般的に認められていない。これは、全国統一的な公定価格
ではなく、保険者によって給付対象となる医療サービスと対応する価格が異なっていることと関係する。患者
にとっては、同一内容の医療を受けられるならば、できるだけ安い保険料の保険者を選択したくなる。その要
望に答えるためには、保険者としては受診できる医療機関を集中させることにより、医療機関への価格交渉力
を強め、保険料を抑えようとする。結果、フリーアクセスは採用されず、受診できる医療機関が制限されてい
ると思われる。
フリーアクセスが認められるもう一つの要因である、保険者の財政責任の不明確さは、保険財政に保険料と
公費が入っていることと、後期高齢者医療制度への拠出金に由来する。市町村国保を代表に、被保険者の平均
収入が低く、医療費が高い保険者には、保険料収入以外に多額の公費が保険財政に投入されている。一方、各
保険者から後期高齢者医療保険を支えるための拠出金が支出されている。そのため、保険財政の支出と収入の
関係がわかりにくく、保険者の責任範囲が不明瞭になりがちである。結果、保険者が積極的に財政をコントロー
ルしようという動機が働かず、フリーアクセスによって一部の患者が不適切に多受診や重複受診を行っていた
としても、積極的に制限する動機が働きにくい。海外では、不適切な受診に対して保険者は敏感になるが、日
本では保険者の財政責任が不明確なためフリーアクセスに対して問題視がされにくい状況がある。
なお、フリーアクセスが認められている背景には、医療機関の機能分化が十分に進んでいないため、アクセ
スを制限する積極的な動機が起きにくいという意見もあり得る。ただし、フリーアクセスが認められているた
めに、医療機関の機能分化が進展しにくいという点もあり、容易には判断できない。

政策目標としての医療へのアクセス

医療へのアクセスは、医療の質とならび重要な医療政策の目標として考えられている。このアクセスは、経
済的なアクセスと物理的なアクセスの二つを意味している。経済的なアクセスとは、収入や資産に関わらず医
療を受診できることを意味しており、これに対応するのが医療保険制度である。これに関連する問題として、
低所得者の自己負担の高さの問題や、保険料未納者に対する給付の問題がある。また、そのほかにも、収入は
少ないが資産が多い高齢者に対する保険料や給付のあり方の問題、健診未受診者や喫煙者など健康に対して非
積極的な態度を示す者に対する医療アクセスを保障するべきかという問題がある。
一方の物理的アクセスは、実際に住民が必要な医療を受診できることを意味しており、医療提供体制に関わ
る政策が対応している。これには、都道府県が策定している医療計画、各自治体が設立している医療機関、そ
して医療機関に従事する人材の育成を担う教育が直接的に関係している。最近の傾向としては、医師や医療機
関が量的に充足しているかという視点に加え、医療機関への地理的なアクセスも重視されるようになっている。
さらに、これらに加え、医療保障制度や疾患や応急処置に対する医学的知識に対する情報へのアクセス（教
育と言っても良いだろう）を重視する意見もある。医療に限らず社会保障全般について、給付と負担の構造も
含め、国民がその意義を理解し、当事者意識を持って考えるようにするため、2011（平成23）年10月に厚生
労働省において「第1回社会保障の教育推進に関する検討会」が開かれている。
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 4） へき地医療への支援体制
（1） 戦後のへき地医療支援政策の推移

①初期のへき地医療支援政策

1956 31
1962 37

1963 38
1967 42 1968

43 1974 49

②二次医療機関による支援の開始
1975 50

1979 54

1980
55 1985 60

1986 61 1990

1991 1995

1996 2000
12

③都道府県単位での支援とへき地医療支援機構の設置
2001 13

2005 17

10 2006 18 2010 22
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2011 23 2015 27

（2） へき地医療支援機構の現状

①へき地医療支援機構設置の経緯

2000 12

②へき地医療支援機構の役割
2010 22 11

• 

• 

• 
• 
• 
• 

③へき地医療支援機構の現状と課題
11

2010
22
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（3） へき地医療支援機構ユーザー調査

①調査の目的と概要

2005 17

802 2005 17

2010 22 11 2011 23
1 1,865

785
42.1

②対象者の概要

• 
58.5 26

91
58.0

42.9
20 30 40

70

92.0

表Ⅰ－18　年齢 n=783
件数 割合（％）

20代 24 3.1 
30代 81 10.3 
40代 127 16.2 
50代 245 31.3 
60代 179 22.9 
70代以上 127 16.2 

表Ⅰ－19　（参考）全国の診療所医師の年齢
割合（％）

20代 0.2 

30代 6.8 

40代 23.3 

50代 30.9 

60代 17.8 

70代以上 21.0 

出典：厚生労働省　2009年度医療施設（動態）調査・病院報
告の概況

表Ⅰ－20　性別 n=784
件数 割合（％）

男性 721 92.0 
女性 63 8.0 
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5

24.1 3 20

50.8 6

表Ⅰ－21　勤務歴（現職場） n=773
件数 割合（％）

5年未満 186 24.1 
5年以上10年未満 131 16.9 
10年以上15年未満 137 17.7 
15年以上20年未満 106 13.7 
20年以上30年未満 120 15.5 
30年以上 93 12.0 

表Ⅰ－22　週間勤務日数 n=767
件数 割合（％）

3日未満 45 5.9 
3日以上5日未満 62 8.1 
5日以上6日未満 270 35.2 
6日以上 390 50.8 

• 
4 3 75.7

20.6
3.7

表Ⅰ－23　医師アイデンティティ n=761
件数 割合（％）

総合医 576 75.7 
総合的実践をする専門医 157 20.6 
専門医 28 3.7 

③勤務する診療所の概要
• 

79.0
8

2 3 5
3

表Ⅰ－24　医師数（常勤換算） n=782
件数 割合（％）

1人未満 12 1.5 
1人以上2人未満 618 79.0 
（上記のうち1人） （570） （72.9）
2人以上3人未満 113 14.5 
3人以上 39 5.0 

表Ⅰ－25　看護師数（常勤換算） n=780
件数 割合（％）

1人未満 29 3.7 
1人以上2人未満 142 18.2 
2人以上3人未満 197 25.3 
3人以上5人未満 247 31.7 
5人以上 165 21.2 

• 
84.1

7 1,000
10

50 1

表Ⅰ－26　病床数 n=775
件数 割合（％）

無床 652 84.1 
1 ～ 18床 51 6.6 
19床 72 9.3 

表Ⅰ－27　外来診療患者数／月 n=758
件数 割合（％）

500人未満 327 43.1 
500人以上1000人未満 202 26.6 
1000人以上2000人未満 166 21.9 
2000人以上 65 8.6 

表Ⅰ－28　訪問診療患者数／月 n=759
件数 割合（％）

0人 181 23.8 
10人未満 217 28.6 
10人以上20人未満 127 16.7 
20人以上50人未満　 146 19.2 
50人以上 88 11.6 
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表Ⅰ－29　へき地診療所の指定 n=688
件数 割合（％）

受けている 178 25.9 
受けていない 510 74.1 

④課題抽出：へき地の診療所医師のニーズと支援機
構への期待

• 
17

54.8

38.5
29.6 23.2

22.9 20.9

5

1
6

表Ⅰ－30　医療実践上の困難（複数回答） n=717
件数 割合（％）

休暇がとれない 393 54.8 
研修・学会に行けない 276 38.5 
後継者がいない 212 29.6 
労働時間が長い 166 23.2 
医師が足りない 164 22.9 
責任が重い 150 20.9 
関連職種が足りない 111 15.5 
収入が低い 110 15.3 
診療所の経営がうまくいかない 110 15.3 
私生活と仕事の両立が困難 64 8.9 
医師集団の中で仕事が評価されない 51 7.1 
自治体との関係がうまくいかない 50 7.0 
他の医療機関との連携がうまくいかない 44 6.1 
地域の関連職種との連携がうまくいかない 18 2.5 
患者や患者家族との関係がうまくいかない 3 0.4 
その他 103 14.4 

• 
3 1

0 6 5
1 50

4.5
5 8

0 3 2 66.4

表Ⅰ－31　代診を要した日数（直近一年間） n=753
件数 割合（％）

0日 250 33.2 
5日未満 213 28.3 
5日以上10日未満 108 14.3 
10日以上50日未満 148 19.7 
50日以上 34 4.5 

表Ⅰ－32　代診になった日数（直近一年間） n=693
件数 割合（％）

0日 460 66.4
5日未満 100 14.4
5日以上10日未満 40 5.8
10日以上50日未満 64 9.2
50日以上 19 2.7
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34.7

10.2
29.3

表Ⅰ－33　代診依頼先（複数回答） n=616
件数 割合（％）

二次医療機関 181 29.3 
大学病院 85 13.8 
へき地医療支援機構 63 10.2 
地域医療振興協会 21 3.4 
その他 349 56.7 
（その他のうち「代診先依頼先なし」） （214） （34.7）

• 

0 9.8
17.4

0
52.2 3 2 70.0

表Ⅰ－34　学会・研究会参加希望日数（年間） n=651
件数 割合（％）

0日 64 9.8 
5日未満 132 20.3 
5日以上10日未満 380 58.4 
10日以上 207 31.8 

表Ⅰ－35　学会・研究会参加日数（直近一年間） n=680
件数 割合（％）

0日 355 52.2 
5日未満 209 30.7 
5日以上10日未満 69 10.1 
10日以上 47 6.9 

表Ⅰ－36　研修参加希望日数（年間） n=599
件数 割合（％）

0日 104 17.4 
5日未満 136 22.7 
5日以上10日未満 184 30.7 
10日以上 175 29.2 

表Ⅰ－37　研修参加日数（直近一年間） n=668
件数 割合（％）

0日 467 70.0 
5日未満 124 18.6 
5日以上10日未満 32 4.8 
10日以上 45 6.7 

53.5
42.7

72.9
49.0

2.5 19.1
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表Ⅰ－38　参加した研修内容（直近一年間・複数回答） n=314
件数 割合（％）

プライマリケアに関するもの 133 42.7 
専門診療に関するもの 168 53.5 
保健に関するもの 64 20.4 
福祉に関するもの 53 16.9 
制度に関するもの 43 13.7 
経営に関するもの 8 2.5 
社会的問題に関するもの 18 5.7 
関係者との情報交換 37 11.8 
その他 40 12.7 

表Ⅰ－39　参加を希望する研修内容（複数回答） n=675
件数 割合（％）

プライマリケアに関するもの 492 72.9 
専門診療に関するもの 331 49.0 
保健に関するもの 71 10.5 
福祉に関するもの 91 13.5 
制度に関するもの 99 14.7 
経営に関するもの 129 19.1 
社会的問題に関するもの 53 7.9 
関係者との情報交換 97 14.4 
その他 32 4.7 

• 

34.4 3 1
12.4

65.7
34.3

10

3 1
3 2

0
98.1

84.0

表Ⅰ－40　へき地医療支援機構の認知度 n=778
件数 割合（％）

知っている 268 34.4 
知らない 510 65.6 

表Ⅰ－41　へき地医療支援機構の認知度（指定診療所のみ） n=178
件数 割合（％）

知っている 117 65.7 
知らない 61 34.3 

表Ⅰ－42　支援機構専任担当官の認知度 n=775
件数 割合（％）

知っている 96 12.4 
知らない 679 87.6 

表Ⅰ－43　支援機構専任担当官の認知度（指定診療所のみ） n=178
件数 割合（％）

知っている 61 34.3 
知らない 117 65.7 

表Ⅰ－44　担当官の訪問日数（直近一年間） n=466
件数 割合（％）

0日 457 98.1 
2日未満 6 1.3 
3日以上 3 0.6 

表Ⅰ－45　担当官の訪問日数（直近一年間・指定診療所のみ） n=163
件数 割合（％）

0日 137 84.0 
2日未満 20 12.3 
3日以上 6 3.7 

40.5 28.3
25.9

26.8 136 44 8.7

3
62.6
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表Ⅰ－46　支援機構が実際に果たしている役割 n=506
件数 割合（％）

へき地診療所への代診医派遣の窓口 205 40.5 
へき地診療所への定期的な医師派遣窓口 131 25.9 
へき地診療所への看護師等の派遣窓口 49 9.7 
へき地医療従事者に対する研修の提供 70 13.8 
へき地医療従事者に対するキャリアデザインの提示 31 6.1 
実診療上の助言 40 7.9 
代診等、実診療上の応援 143 28.3 
その他 197 38.9 
（その他のうち「わからない」） （136） （26.8）
（その他のうち「果たしている役割はない」） （ 44） （ 8.7）

表Ⅰ－47　支援機構に果たしてほしい役割 n=647
件数 割合（％）

へき地診療所への代診医派遣の窓口 405 62.6 

へき地診療所への定期的な医師派遣窓口 242 37.4 
へき地診療所への看護師等の派遣窓口 188 29.1 
へき地医療従事者に対する研修の提供 214 33.1 
へき地医療従事者に対するキャリアデザインの提示 86 13.3 
実診療上の助言 101 15.6 
代診等、実診療上の応援 316 48.8 
その他 64 9.9 

• 
281

35.8

Dr. Ns

10
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（4） まとめと提言

• 

• 

• 

 5）  地域医療を担う医師養成のため
の医学教育

（1） 地域医療の教育

①地域医療教育の変遷
• 

2001 13  

 Computer 
Based Testing CBT  

 Objective Structured Clinical Examination
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OSCE  

2005 17  5

2006 18  
11

12

2007 19  3

 
48

 2006 18  
 2007 19  

2008  2008 20  6
 

2010 22  1
-

-

• 
2001 13  

2
2007 19  2010 22  

2007 19  
F. 
G. 

 49
2010 22  

 2009 21  5  

 
2008 20

表Ⅰ－48　医学教育の改善・充実に関する調査研究協力者会議最終報告 （文部科学省）

1 入学者選抜の改善 
2 教育者・研究者の養成等の医学教育の改善 
　①学部教育の改善について 
　②大学院教育の改善について 
　③教育者の教育能力開発の推進 
　④教育研究組織の整備 
　⑤若手の研究者・教員への支援 
3 モデル・コア・カリキュラム改訂に関する恒常的な体制の構築 
4 診療参加型臨床実習の在り方 
　①診療参加型臨床実習の充実 
　②モデル・コア・カリキュラムにおける、「地域医療臨床実習」の記載
　③侵襲的医療行為及び羞恥的医行為の在り方 
　④診療情報の取り扱い等 
5 大学病院における新医師臨床研修の充実 
6 専門医養成の在り方 
7 臨床研究の推進 
8 教育研究病院としての大学病院の役割を適切に果たすための組織体制の在り方 
9 女性医師の増加に伴う環境整備 
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②医師の養成
• 

1997 9  

  
1997 

9  
 2

2006 18  
10

10

2007 19  

表Ⅰ－50　 医学教育モデル・コア・カリキュラム-教育内容ガイドライン-  平成22年改訂版 （抜粋）、文部科学省

B 医学・医療と社会 
(2) 地域医療 
一般目標： 
　地域医療の在り方と現状および課題を理解し、地域医療に貢献するための能力を身につける。 
到達目標： 
1) 地域社会 (へき地・離島を含む) における医療の状況、機能および体制等を含めた地域医療について概説できる。 
2) 地域の偏在 (地域および診療科) の現状について説明できる。 
3)  地域における、保健 (母子保健、老人保健、精神保健、学校保健) ・医療・福祉・介護の分野間および多職種間 (行政を含む) 
の連携の必要性について説明できる。 

4) 地域の基盤となるプライマリ・ケアの必要性を理解し、実践に必要な能力を身に付ける。 
5) 地域における、救急医療、在宅医療の体制を説明できる。 
6) 災害時における医療体制確立の必要性と、現場におけるトリアージを説明できる。 
7) 地域医療に積極的に参加・貢献する。 
G 臨床実習 
5 地域医療臨床実習 
一般目標：
 地域社会 (へき地・離島を含む) で求められる保健・医療・福祉・介護等の活動を通して、各々の実態や連携の必要性を学
ぶ。 
到達目標：
1) 地域のプライマリ・ケアを体験する。 
2) 病診連携・病病連携を体験する。 
3) 地域の救急医療、在宅医療を体験する。 
4) 多職種連携のチーム医療を体験する。 
5) 地域における疾病予防・健康維持増進の活動を体験する。 
 学外の地域病院 (臨床研修病院を含む) 、保健所、社会福祉施設等の協力を得て、入学後早期から「早期体験学習」、「衛生学・
公衆衛生学実習」等も含めて、段階的・体系的に各種取組を推進する。なお、必要に応じて、臨床教授制度等を利用すること
も望まれる。

表Ⅰ－49　 医学教育モデル・コア・カリキュラム 
平成19年改訂版 （抜粋） 

F 医学・医療と社会 
　(1) 社会・環境と健康 
　(2) 地域医療
　(3) 疫学と予防医学 
　(4) 生活習慣と疾病 
　(5) 保健、医療、福祉と介護の制度 
　(6) 診療情報 
　(7) 臨床研究と医療
G 臨床実習 
　1 全期間を通じて身につけるべき事項 
　2 内科系臨床実習 
　3 外科系臨床実習 
　4 救急医療臨床実習 
　5 地域医療臨床実習
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表Ⅰ－51　医学部入学定員増員の枠組み (文部科学省) 

1) 地域の医師確保のための定員増「地域枠」 

   都道府県と当該県内外の大学が連携し、下記の要件により地域医療を担う医師の養成・確保に一貫して取り組
む定員増（都道府県毎の県内外大学の配分枠を撤廃し、10人を上限に増員を認める） 

    (1)　 都道府県が策定する地域医療再生計画に定員増を位置付け、医師確保のための奨学金を設定すること 

    (2)　 大学が地域医療を担う意思を持つ者を選抜し、地域医療に関する教育に取り組むこと 

2) 研究医養成のための定員増「研究医枠」 

   優れた教育研究資源を活かし研究医養成の拠点を形成しようとする大学が、他の大学と連携し、下記の要件に
より優れた研究医の養成・確保に一貫して取り組む定員増（各大学につき3人以内。全国10人を超える増員を
認める） 

    (1)　 研究医養成の観点から学部・大学院教育を一貫して見通した特別コース（増員数の倍以上）を設定する
こと

    (2)　 研究医確保のための奨学金を設定すること 

3) 歯学部入学定員の削減を行う大学の特例「歯学部定員振替枠」 

   歯学部を併せて有する大学が、当該歯学部の入学定員を減員する場合の定員増（各大学10人以内で当該減員数
の範囲内。全国30人を上限） 
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表Ⅰ－52　地域医療に係る教育の現状 (N=78) 

地域医療臨床実習 

　　必修実習 56 72%

　　選択実習 38 49%

臨床実習以外の地域医療の見学・体験実習 

　　必修実習 48 62%

　　選択実習 27 35%

保健福祉現場での実習 71 91%

プライマリ・ケア医の役割の系統的な講義 51 65%

79医学部・医科大学のうち、1医学部・医科大学から回答
が得られなかった。 

2011（年）20102009200820072006200520042003200220012000199919981997
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地域枠等に係る募集人員 

医学部入学定員
 

図Ⅰ－37　医学部入学定員と地域枠等に係る募集人員の年次推移
（文部科学省と厚生労働省の資料から作成）
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④臨床研修における教育
• 
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2
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（2） 提言：望まれる医学教育；地域医療マイン
ドの醸成のため

①地域医療実習の効果
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5
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Kajii E. BMC Med Educ  2011;11:19

 
.  2010,41:403-10

  

② 地域医療マインド醸成のための教育
 

 54
6

38

表Ⅰ－53　地域医療臨床実習の内容
必修(N=56) 選択(N=38)

実施学年
　４年生 2 4% 2 5%
　５年生 45 80% 10 26%
　６年生 24 43% 34 89%
実習期間 
　７日以内 30 54% 9 24%
　２週間以内 16 29% 17 45%
　１ヶ月以内 12 21% 13 34%
　１ヶ月以上 5 9% 6 16%
実習場所 
　診療所(無床） 35 63% 19 50%
　診療所(有床) 26 46% 18 47%
　一般病院（100床未満） 32 57% 27 71%
　一般病院（100床以上） 41 73% 34 89%
　その他 5 9% 1 3%
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臨床疫学

臨床推論実習

診察基本手技実習
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地域医療学2
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関連病院臨床実習

地域臨床実習3

関連病院臨床実習

院内(大学)臨床実習

地域医療システム学

図Ⅰ－38　地域医療の教育カリキュラム（案）、医学部6年間を通して

表Ⅰ－54　地域医療の教育 

1. 地域医療に対する心構え・意欲・使命感の醸成
  地域医療の理解、知識の習得、体験を通して、地域医療を実践するための心構えを身につける
2. 地域医療のシステムの理解   
  地域医療を実践する上で必要な地域医療システムの知識を習得する  
3. 基本的な診療能力の修得   
  地域医療の実践に不可欠な臨床スキルを身につける  
    患者・住民の健康問題を受けとめる能力 
    解決のための情報収集能力（医療面接、身体診察、診療記録） 
    情報に基づいて考察し判断する能力（臨床判断、臨床推論） 
    健康問題を適切な方法で解決する能力（治療の選択、患者教育、行動科学） 
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医師不足と新医師臨床研修制度

医師不足や医療崩壊の原因として、2004（平成16）年度に導入された新医師臨床研修制度があげられるこ
とが多い。この新医師臨床研修制度の下では、研修先の医療機関を研修医が自由に選択できるようになったた
め、多くの研修医が出身医学部、医科大学以外の研修医療機関へ流出した。その結果、研修医を重要な人手と
していた大学の医局で医師が不足する事態に陥った。それまで医局は、医師派遣のハブ的な役割を果たしてい
たが、新制度により医局に医師が少なくなったため派遣先の医師を引きあげざるをえなくなった。このことを
考えれば、新医師臨床研修制度は、全国的な医師不足に陥った「きっかけ」を作ったのは間違いないだろう。
制度施行後には、元の医局制度のほうが良かったという声も聞かれたが、最近ではそのような意見は少なく
なってきている。一つには、医師の地域偏在に対応するよう、厚生労働省が指導を行い、制度の見直しを行っ
たことがある。厚生労働省は、2008（平成20）年4月に研修医採用数が多くかつ医師数が多い都道府県を中
心に募集定員の削減を指導している。また新医師臨床研修制度の見直しを行い（2010（平成22）年から適用）、
都道府県別の募集定員の上限を設置するとともに、一定規模以上の病院には、産科など医師不足診療科の研修
プログラムを義務付けた。
新医師臨床研修制度の施行を発端とした医師不足の議論であるが、医師不足の原因は新医師臨床研修制度だ
けなのか、また医師不足を解消する責務は誰にあるのかについて簡単に整理してみたい。
医師不足が起きた原因には、新医師臨床研修制度以外にも多くの原因が指摘されている。例えば、しばしば
指摘される特定の診療科の医師不足（例えば救急医療や小児科・産婦人科）の原因には、過酷な労働環境、硬
直的な雇用形態、不適切な受診などが指摘されている。また、これ以外にも診療科の専門分化とそれに伴う専
門医志向、女性医師の増加（結婚・出産に伴う離職や非常勤勤務の影響）なども医師不足の原因として指摘さ
れている。時間はかかるが、根本的な解決のためには、医師不足に関係する複合的な原因を一つ一つ解きほぐ
し、対応する解決策を考えていく必要があるのではないか。
また、医師不足を解消する責務の問題であるが、医療へのアクセスを保障する責務は、国や都道府県にある
と思われる。実際、各都道府県は、地域にあった医療提供体制を整備するための保健医療計画を策定すること
が義務付けられている。こうしたことから、都道府県には住民の人口動態や民間医療機関との役割も踏まえて、
各地域の医療へのアクセスが担保されるよう、公平に医療機関を配置し必要な医師を育成・募集する責務があ
ると言える。
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総合医療に関連する変遷

2010（平成22）年4月1日、日本プライマリ・ケア学会*1、日本家庭医療学会*2と日本総合診療医学会*3

の3つの学会が合併し、社団法人日本プライマリ・ケア連合学会がスタートした。合併の目的は、国民にかか
りつけとして家庭医を持ち病院依存体質を是正するように啓発し、医療界ではプライマリ・ケアが医学研究の
重要な対象となることを周知することであった。また、医学教育において中心的役割を担っていくこと目指し
ている。さらに、『日本プライマリ・ケア連合学会認定医』および『家庭医療専門医』を提唱し、認定している。
一方、日本内科学会では、『認定内科医』および、より高い水準の内科診療能力を備えた認定内科医として『総
合内科専門医』を提唱し、認定している。また、上記3学会の合併を機に「病院総合診療医の育成」を目的と
して、2009（平成21）年8月28日、全国15の総合診療科/部の代表者により、「日本病院総合診療医学会」
が設立された。各学会の会員数と認定医／専門医数を表1に示す。

*1  旧日本プライマリ・ケア学会は1978（昭和53）年に設立され、「実地医家のための会」が母体となって医
師ばかりでなく、歯科医師、薬剤師、看護職、介護職なども正式の会員となることができた。

*2  旧日本家庭医療学会は1986（昭和61）年に「家庭医療学研究会」として発足し、人間と家庭と地域を統一
体としてとらえる家庭医療を求めて、医師を養成し、より活発な研究組織を作ることを目指していた。

*3  旧日本総合診療医学会は1993（平成5）年に研究会として設立され、大学病院や臨床研修指定病院の総合
診療部に属する医師が参加し、全国の総合診療部（科）を組織化して、総合診療とその研究分野および研究
の方法論を確立させることを目指していた。

表1．各学会の会員数と認定医／専門医数

会員数（名） 認定医／専門医数（名）

日本プライマリ・ケア連合学会（2011年） 6,410
家庭医療専門医 229
日本プライマリ・ケア連合学会認定医 914

日本内科学会（2012年） 102,440
総合内科専門医 14,765
内科認定医 71,078

日本病院総合診療医学会（2012年） 255 なし

・一般社団法人　日本プライマリ・ケア連合学会
　ホームページ：http://www.primary-care.or.jp/　
・社団法人　日本内科学会
　ホームページ：http://www.naika.or.jp/　
・一般社団法人　日本病院総合診療医学会
　ホームページ：http://www.sogo-s-igakukai.hosp.kyushu-u.ac.jp/　
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1） 現状分析

1961 36

1989

2000 12

2007 19

10 2011
23 10

2）  保健・医療・介護・福祉の連携
の促進因子と阻害因子

（1） 対面調査の結果

 Ⅱ 保健・医療・介護・福祉の Ⅱ 保健・医療・介護・福祉の
 理想的な連携 理想的な連携

1  現状と課題 現状と課題
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①Ａ市（旧Ｂ村）

10

表Ⅱ－1　調査地の特徴

調査地 位置 人口（人） 連携の概況

Ａ市（旧Ｂ村） 西日本 約３万（約0.1万） 自治体の合併などで定期的な連携の機会は一時的になくなったが、医
師・保健師・薬剤師を中心に再開の兆しがある。

Ｃ町 西日本 約2.5万 公立病院・診療所を中心とした連携が継続しており、地域内の他の医
療機関との連携が進みつつある。

Ｆ市 東日本 約11万 各職種の代表者が集まる定期的な機会で連携を継続している。

Ｋ町 東日本 約２万 各職種の関係者が集まる機会を設けて、さらに連携を密にする動きが
ある。

Ｌ町 東日本 約0.5万 住民も参加する連携が継続されている。

Ｍ市・Ｎ市 西日本 約６万・約７万 中核病院を中心とした連携があり、情報共有のためのツールを活用し
た新たな連携の形を進めつつある。

Ｏ市（旧Ｐ町） 西日本 約７万（約0.5万） 連携が困難になっている。

Ｑ町 西日本 約0.6万 公立病院・診療所を中心とした連携が継続している。

Ｕ町 西日本 約0.2万 公立診療所を中心とした連携が継続している。

Ｖ市Ｗ区 西日本 約15万 医師会が関与した連携が実施されている。
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②Ｃ町（旧Ｄ町、旧Ｅ町）
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⑤Ｌ町
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⑧Ｑ町（旧Ｒ村、旧Ｓ村、旧Ｔ村）
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（2） 促進因子と阻害因子
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（3） 住民調査
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図Ⅱ－1　レーダーチャート

表Ⅱ－2　住民アンケート回答者の性別の基本的な情報

平均年齢

全体
（n = 2,497）
59.9±15.2歳
（20－102歳）

男性
（n = 1,100）
59.9±15.5歳
（20－102歳）

女性
（n = 1,397）
60.0±15.0歳
（20－97歳）

年代

　20－39歳 323 （12.9%） 155 （14.1%） 168 （12.0%）

　40－64歳 1,085 （43.5%） 453 （41.2%） 632 （45.2%）

　65－74歳 680 （27.2%） 314 （28.5%） 366 （26.2%）

　75歳以上 409 （16.4%） 178 （16.2%） 231 （16.5%）

職業

　保健・医療・福祉関係 186 （ 7.4%） 34 （ 3.1%） 152 （10.9%）

　上記以外 2,311 （92.6%） 1,066 （96.9%） 1,245 （89.1%）

家庭状況

　 入院患者・要介護者・障害
認定されている家族がいる 641 （25.7%） 301 （27.4%） 340 （24.3%）

　いない 1,856 （74.3%） 799 （72.6%） 1,057 （75.7%）

表Ⅱ－3　住民アンケート回答者の年代別の基本的な情報

平均年齢 20－39歳
（n = 323）

40－64歳
（n = 1,085）

65－74歳
（n = 680）

75歳以上
（n = 409）

性別

　男性 155 （48.0%） 453 （41.8%） 314 （46.2%） 178 （43.5%）

　女性 168 （52.0%） 632 （58.2%） 366 （53.8%） 231 （56.5%）

職業

　保健・医療・福祉関係 64 （19.8%） 112 （10.3%） 8 （ 1.2%） 2 （ 0.5%）

　上記以外 259 （80.2%） 973 （89.7%） 672 （98.8%） 407 （99.5%）

家庭状況

　 入院患者・要介護者・障
害認定されている家族が
いる

68 （21.1%） 309 （28.5%） 161 （23.7%） 103 （25.2%）

　いない 255 （78.9%） 776 （71.5%） 519 （76.3%） 306 （74.8%）
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図Ⅱ－2　男性の回答結果
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図Ⅱ－3　女性の回答結果

質問Ａ：脳梗塞　質問Ｂ：大腿骨頸部骨折　質問Ｃ：認知症　質問Ｄ：虐待　質問Ｅ：介護者の疾病
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図Ⅱ－4　年代別の回答結果（20－39歳）
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図Ⅱ－5　年代別の回答結果（40－64歳）

質問Ａ：脳梗塞　質問Ｂ：大腿骨頸部骨折　質問Ｃ：認知症　質問Ｄ：虐待　質問Ｅ：介護者の疾病
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図Ⅱ－6　年代別の回答結果（65－74歳）
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図Ⅱ－7　年代別の回答結果（75歳以上）

質問Ａ：脳梗塞　質問Ｂ：大腿骨頸部骨折　質問Ｃ：認知症　質問Ｄ：虐待　質問Ｅ：介護者の疾病
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③職業別の結果

④家族の状況別の結果

10 11
A E

⑤地域別の結果

A E

12 19

表Ⅱ－4　住民アンケート回答者の職業別の基本的な情報

平均年齢

保健・医療・福祉関係
（n = 186）
46.0±12.8歳
（20－75歳）

左記以外
（n = 2,311）
61.1±14.8歳
（20－102歳）

性別

　男性 34 （18.3%） 1,066 （46.1%）

　女性 152 （81.7%） 1,245 （53.9%）

年代

　20－39歳 64 （34.4%） 259 （11.2%）

　40－64歳 112 （60.2%） 973 （42.1%）

　65－74歳 8 （ 4.3%） 672 （29.1%）

　75歳以上 2 （ 1.1%） 407 （17.6%）

家庭状況

　 入院患者・要介護者・障害認
定されている家族がいる 51 （27.4%） 590 （25.5%）

　いない 135 （72.6%） 1,721 （74.5%）

Ⅱ　保健・医療・介護・福祉の理想的な連携Ⅱ　保健・医療・介護・福祉の理想的な連携 81



第
Ⅱ
章

第
Ⅱ
章

50%
40%
30%
20%
10%
0%

分からない

医師

看護師

保健師

ケアマネージャーヘルパー

役場職員

隣近所

その他

質問A

50%
40%
30%
20%
10%
0%

分からない

医師

看護師

保健師

ケアマネージャーヘルパー

役場職員

隣近所

その他

質問B

50%
40%
30%
20%
10%
0%

分からない

医師

看護師

保健師

ケアマネージャーヘルパー

役場職員

隣近所

その他

質問C

50%
40%
30%
20%
10%
0%

分からない

医師

看護師

保健師

ケアマネージャーヘルパー

役場職員

隣近所

その他

質問D

50%
40%
30%
20%
10%
0%

分からない

医師

看護師

保健師

ケアマネージャーヘルパー

役場職員

隣近所

その他

質問E

図Ⅱ－8　 職業別の回答結果（保健・医療・
福祉関係）
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図Ⅱ－9　 職業別の回答結果（保健・医療・
福祉関係以外）

質問Ａ：脳梗塞　質問Ｂ：大腿骨頸部骨折　質問Ｃ：認知症　質問Ｄ：虐待　質問Ｅ：介護者の疾病
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表Ⅱ－5　住民アンケート回答者の家庭状況別の基本的な情報

入院患者・要介護者・障害認定されている家族

平均年齢

いる
（n = 641）
60.6±14.4歳
（20－97歳）

いない
（n = 1,856）
59.7±15.4歳
（20－102歳）

性別

　男性 301 （47.0%） 799 （43.0%）

　女性 340 （53.0%） 1,057 （57.0%）

年代

　20－39歳 68 （10.6%） 255 （13.7%）

　40－64歳 309 （48.2%） 776 （41.8%）

　65－74歳 161 （25.1%） 519 （28.0%）

　75歳以上 103 （16.1%） 306 （16.5%）

職業

　保健・医療・福祉関係 51 （ 8.0%） 135 （ 7.3%）

　上記以外 590 （92.0%） 1,721 （92.7%）

表Ⅱ－6　住民アンケート回答者の地域別の基本的な情報

平均年齢

A市（旧B村）
（n = 40）
73.8±7.5歳
（56－94歳）

A市（旧B村以外）
（n = 128）
72.5±7.7歳
（52－87歳）

C町
（n = 245）
62.7±10.2歳
（26－90歳）

F市
（n = 585）
61.3±14.1歳
（21－102歳）

K町
（n = 956）
55.8±16.1歳
（20－90歳）

O市（旧P町）
（n = 81）

65.0±12.6歳
（37－93歳）

Q町
（n = 248）
60.5±12.8歳
（20－87歳）

U町
（n = 214）
58.7±18.5歳
（22－97歳）

性別

　男性 5（12.5%） 34（26.6%） 71（29.0%） 273（46.7%） 455（47.6%） 44（54.3%） 132（53.2%） 86（40.2%）

　女性 35（87.5%） 94（73.4%） 174（71.0%） 312（53.3%） 501（52.4%） 37（45.7%） 116（46.8%） 128（59.8%）

年代

　20－39歳 0（ 0.0%） 0（ 0.0%） 7（ 2.9%） 72（12.3%） 178（18.6%） 2（ 2.5%） 18（ 7.3%） 46（21.5%）

　40－64歳 4（10.0%） 23（18.0%） 120（49.0%） 224（38.3%） 460（48.1%） 37（45.7%） 138（55.6%） 79（36.9%）

　65－74歳 17（42.5%） 50（39.1%） 96（39.2%） 212（36.2%） 189（19.8%） 22（27.2%） 56（22.6%） 38（17.8%）

　75歳以上 19（47.5%） 55（43.0%） 22（ 9.0%） 77（13.2%） 129（13.5%） 20（24.7%） 36（14.5%） 51（23.8%）

職業

　保健・医療・福祉関係 0（ 0.0%） 1（ 0.8%） 27（11.0%） 27（ 4.6%） 59（ 6.2%） 6（ 7.4%） 32（12.9%） 34（15.9%）

　上記以外 40（100.0%） 127（99.2%） 218（89.0%） 558（95.4%） 897（93.8%） 75（92.6%） 216（87.1%） 180（84.1%）

家庭状況

　 入院患者・要介護
者・障害認定され
ている家族がいる

16（40.0%） 36（28.1%） 56（22.9%） 112（19.1%） 239（25.0%） 27（33.3%） 68（27.4%） 87（40.7%）

　いない 24（60.0%） 92（71.9%） 189（77.1%） 473（80.9%） 717（75.0%） 54（66.7%） 180（72.6%） 127（59.3%）

Ⅱ　保健・医療・介護・福祉の理想的な連携Ⅱ　保健・医療・介護・福祉の理想的な連携 83
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図Ⅱ－10　 家族の状況別回答結果（入院患
者・要介護者・障害認定がいる）

図Ⅱ－11　 家族の状況別回答結果（入院患
者・要介護者・障害認定がいない）
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図Ⅱ－12　 調査地別の回答結果（Ａ市（旧Ｂ
村））

図Ⅱ－13　 調査地別の回答結果（Ａ市（旧Ｂ
村以外））
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図Ⅱ－14　 調査地別の回答結果（Ｃ町） 図Ⅱ－15　 調査地別の回答結果（Ｆ市）
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図Ⅱ－16　 調査地別の回答結果（Ｋ町） 図Ⅱ－17　 調査地別の回答結果（Ｏ市（旧Ｐ町））
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図Ⅱ－18　 調査地別の回答結果（Ｑ町） 図Ⅱ－19　 調査地別の回答結果（Ｕ町）
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2  理想像 理想像

3  提言 提言

1） 「人」
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2） 「施設」

3） 「場所」

4） 「時間」

30 60

5） 「モノ」
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2006 18

6） 連携の「内容」

7） 提言とまとめ

（1） 行政（国・地方自治体）への提言

①連携を担う人材の教育・育成、連携のきっかけづ
くり

②連携を推進する政策

（2） 教育機関への提言

①連携を担う人材の教育・育成

②連携を担う医師の教育

（3） 地域への提言

①関係者が集まる定期的な機会を作る

②全てが集まる機会を作る

③適切なエリアの設定
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幅広いニーズに応えるための医療スタッフの育成

複数の慢性疾患を抱える高齢患者が増加し、急性期から慢性期への医療ニーズが大きくなっている。その一
方で、医療技術の進歩により新たな治療薬や技術が開発され、呼応する形で医師の専門分化と医療に対するニー
ズも多様化している。これからの日本では、超高齢社会に対応した医療を提供できる人材育成と、多様なニー
ズに応える人材育成の二つが同時に求められることになる。医師を育成するには多額の費用と時間が必要であ
るため、医師一人ひとりの対応能力を高めるとともに、多様な職種が医師をサポートできるようにする必要が
ある。そのための取組として、二つの動きがある。一つは、総合診療医（仮称）の育成であり、もう一つは特
定看護師の創設である。
総合診療医に期待されている役割は、多様な医療ニーズに対応するとともに、適切な医療機関へ患者を誘導
することである。フリーアクセスが認められている日本では患者が大病院に集中し、医療機関の機能分化と連
携が図られていないことは、長年指摘されてきた。患者からみれば、自分に必要な医療を見極めることは難し
いので、医療設備が充実し、専門医に診てもらえる大病院に患者が集中するのはやむを得ない側面がある。し
かし、個々の患者に必要となる医療を見極め案内してくれる医師がいれば、はじめから大病院を受診する患者
を減らすことができる。また、地域に住んでいる患者に合わせて診療範囲を変化させ、一定の限界を見極めつ
つも幅広く対応できる医師がいれば、住民の安心を得られるだけでなく、専門的な医療に専念する医師も働き
やすくなる。厚生労働省は、臨床研修を終えた医師を対象に、3年程度の特別な研修を課したうえで、多様な
病気に対応できる「総合診療医（仮称）」を育成する制度の検討に入っている。総合診療医の必要性やあり方
については、これまでも様々な意見が出されており、これから議論が本格化する見込みである。
もう一つの特定看護師の創設は、看護師にも一定範囲で診療を認めることで、診療スタッフの裾野を広げる
ことを狙いとしている。特定看護師がいることで、医師はより高度な専門知識を必要とする医療に専念できる。
厚生労働省は、2012（平成24）年の通常国会での法改正を目指して、特定看護師の制度に向けて準備を進め
ている。アメリカでは、ナースプラクティショナーと呼ばれる特定の範囲において、医師と同じように診察し、
薬の処方と投与が認められた看護師が育成されており、特定看護師の先例となる制度が海外では既に構築され
ている。
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1） 現状と課題
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2 96

2009 21
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6 7 7

（1） 地域医療の定義の多様性

1 ．検索した新聞記事が掲載されていた新聞の特性
96 57 59

1  地域医療に関する情報発信 地域医療に関する情報発信

Ⅲ 地域医療に関する情報発信とⅢ 地域医療に関する情報発信と
 効果的な啓発活動 効果的な啓発活動
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（2） 新聞記事の対象（誰を対象に書かれた記事か）
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図Ⅲ－1　新聞名別の記事件数：2009年3月、6月、9月、12月、2010年3月、6－7月の合計

図Ⅲ－2　月別の新聞記事件数

記事件数

2009年
3月

2009年
6月

2009年
9月

2009年
12月

2010年
3月

2010年
6－7月

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90
（件）

Ⅲ　地域医療に関する情報発信と効果的な啓発活動Ⅲ　地域医療に関する情報発信と効果的な啓発活動94



第
Ⅲ
章

第
Ⅲ
章

12 7

2 60
15
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図Ⅲ－3　「地域医療」という言葉が見出しにある新聞記事：対象のカテゴリーとその頻度
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図Ⅲ－4　「地域医療」という言葉が見出しにある新聞記事：定義のカテゴリーとその頻度

Ⅲ　地域医療に関する情報発信と効果的な啓発活動Ⅲ　地域医療に関する情報発信と効果的な啓発活動 95



第
Ⅲ
章

第
Ⅲ
章

14

11

6

4

80
5

45 20

25 53

60
60

25

（4） 定義された「地域医療」を好意的にとらえ
ているか否か

391 336
86 53 14

2

88

60

25

85

2） 情報発信の必要性

Ⅲ　地域医療に関する情報発信と効果的な啓発活動Ⅲ　地域医療に関する情報発信と効果的な啓発活動96



第
Ⅲ
章

第
Ⅲ
章
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1） 現状と課題

  

  

 
   

 
  

 

 
    

 
   

  

  

（1） 全国の啓発活動

①方法
 一次調査
• 1,778  2010 22  2 1

 
• 
• 
a.  

   
b.  

   
 二次調査
• 

379 47

• 
• 
a.  
b.  

 
  

 
   

 
  

②結果と考察
 一次調査

1,778 567
31.9%

a.
  

  
350

61.7% b.  
 

 2  効果的な地域医療に関わる啓発活動 効果的な地域医療に関わる啓発活動
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図Ⅲ－５　一次調査の結果（回収率　567/1778=31.9％）
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図Ⅲ－６　都道府県・市区町村別二次調査回答状況
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図Ⅲ－７　都道府県ごとの二次調査回答状況
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図Ⅲ－８　啓発活動総件数の度数分布
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図Ⅲ－９　啓発活動件数の年次変化（2010年度は上半期中途まで）
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図Ⅲ－10　啓発活動件数（計1,220件）
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12 30

  

 13
  

表Ⅲ－1　主な啓発活動の名称

地域医療シンポジウム
～地域で支えよう　地域医療～　地域医療を考える
医療に関する市民との意見交換会
わがまちの未来を語る会　テーマ「地域医療と市立病院」～いま、わたしたちにできること

地域医療シンポジウム「医療機関の上手なかかり方」
かかりつけ医について

医療崩壊を起こさない為に市民皆で考えるシンポジウム
公立病院の統合についての市民説明会

在宅医療推進フォーラム

お医者さんと語ろう　みんなの健康
パパ・ママのための小児医療講座
安心してお産ができる地域社会を
ストップ・ザ・脳卒中
メタボリック予防教室
レディース講座
健康講座「乳ガンから女性を守ろう」
今、あなたが出来るガン予防

よってみんさい屋
湖畔の語らい
テレビ電話会議現地研修会

その他の主催の例
・NPO等住民団体
・関係自治会
・実行委員会

・歯科医師会
・薬剤師会
・消防関係
・関連病院
・関連大学
・関連学会

・地元新聞社
・製薬会社
・教会
・議員団体

・地域社会振興財団

0 200 400 600

都道府県

市区町村

医師会

その他

啓発活動件数
（件）

図Ⅲ－11　啓発活動の主催（複数選択）
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協働あり協働あり
356356

協働なし協働なし
731731

無回答無回答
133133

図Ⅲ－12　 住民団体との協働の有無
（グラフ内の数字は啓発活動の件数)
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協働あり 協働なし 無回答
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363
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図Ⅲ－13　 主催別住民団体との協働の有無
（グラフ内の数字は啓発活動の件数）

その他のテーマの例

・心肺蘇生法について
・お産について
・特定疾患（難病）患者会活動支援
・発達障がい児の子育てについて
・自殺予防について
・緩和医療について

・地域リハビリテーションについて
・「看護のこころ」について

・総合医育成について

・ジュネリック医薬品について
・献血について

・自由
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特定の医療機関

受療行動などの
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かかりつけ医
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図Ⅲ－14　啓発活動のテーマ（複数選択）
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図Ⅲ－15　主催別テーマの割合（グラフ内の数字は啓発活動の件数）
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その他の例

・消防関係者

・医学生、看護学生
・大学生
・高校生
・小中学生

・妊婦

・保健指導員
・保健推進委員
・がん予防推進員
・民生児童委員

・教育関係者
・コンビニエンスストア
・企業
・外国人

図Ⅲ－16　啓発活動の対象（複数選択）
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図Ⅲ－17　啓発活動の方法（複数選択）
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図Ⅲ－18　主催別の啓発活動の方法（グラフ内の数字は啓発活動の件数）
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図Ⅲ－19　テーマ別の啓発方法（グラフ内の数字は啓発活動の件数）
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③ まとめ
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• 

評価あり評価あり
533533

評価無評価無
563563

無回答無回答
124124

図Ⅲ-20　 啓発活動の評価の有無
（グラフ内の数字は啓発活動の件数）

フォローフォロー
アップありアップあり
254254

フォローアップなしフォローアップなし
831831

無回答無回答
135135

図Ⅲ－21　 フォローアップの有無
（グラフ内の数字は啓発活動の件数）
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図Ⅲ－22　 協働の有無とフォローアップの有無
（グラフ内の数字は啓発活動の件数）
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図Ⅲー 24　 テーマ別フォローアップの有無（グラフ内の数字は啓発活動の件数）
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図Ⅲ－23　 方法別フォローアップの有無（グラフ内の数字は啓発活動の件数）
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（2） 啓発活動の具体例
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6

①「宮崎肝っ玉父ちゃん母ちゃん養成道場」  （宮崎県） 
2008 20   

 2009 
21    

40

②「益田市圏域の医療体制の現状とこれから」  （島
根県益田市） 

  
 2009 21  10

26

380

③「岩手県立病院の 『新しい経営計画 （案） 』 に関
する説明会」、 「岩手県立沼宮内病院の経営計画に
係る住民懇談会」  （岩手県岩手町） 

2008 20  12 2009 
21  9

7

100 160

④「県立釜石病院サポーターズ勉強会」  （岩手県釜
石市）

 2009 21  

 

 

  
 

 20 30 6
141
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⑤「岐阜県へき地医療研修会 『へき地医療をともに
考えよう』 」  （岐阜県郡上市） 
2010 22  8 20 21

⑥「九十九里地域医療夏期セミナー」  （千葉県東金市） 
2010 22  28 29

40
 NPO

 
 

2009 
21  

（3） 啓発活動の効果

①短期的影響
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2006 18  

②長期的影響

 
 2006 18 11

  
 

 

2006 
18    

2006 18  
 

 
in  2011 23  7

30   

53
2006 18   

 
23  43.4

13 24.5  

2006 18   
 

表Ⅲ－2　地域医療のために努力するべき程度の値の変化（フォーラム前後の比較）

国 県 市町村 医療関係者 住民

住民 
（50人）

5.1＊ 4.0 5.1＊ 5.5＊ 10.0＊ 
（ 0.7 ‒ 9.5 ）（ ‒0.2 ‒ 8.2 ）（ 1.0 ‒ 9.2 ）（ 1.5 ‒ 9.5 ）（ 4.6 ‒ 15.5）

行政関係者 
（25人）

1.1 2.2 1.8 ‒0.2 8.1＊ 
（ ‒1.7 ‒ 3.8 ）（ ‒0.5 ‒ 4.9 ）（ ‒2.5 ‒ 6.0 ）（ ‒5.9 ‒ 5.5 ）（ 2.0 ‒ 14.2）

保健・医療・福祉関係者
（103人）

0.0 ‒0.8 ‒0.6 2.5 7.6＊ 
（ ‒1.5 ‒ 1.5 ）（ ‒2.2 ‒ 0.7 ）（ ‒2.8 ‒ 1.7 ）（ ‒0.5 ‒ 5.5 ）（ 4.5 ‒ 10.8）

全体
（178人）

1.5 1.0 1.4 3.0＊ 8.2＊ 
（ ‒0.1 ‒ 3.1 ）（ ‒0.5 ‒ 2.5 ）（ ‒0.4 ‒ 3.2 ）（ 0.8 ‒ 5.2 ）（ 5.8 ‒ 10.7）

数値は「全く必要がないと思う」を0、 「最大限の努力が必要と思う」を100とした
VAS（visual analogue scale） スコアのフォーラム前後の差の平均値（95％信頼区間）

＊：前後でp<0.05で有意差あり
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2） 提言：意識の変化を促す啓発活動   

 
 

第
Ⅲ
章

第
Ⅲ
章

表Ⅲ－3　先のフォーラムの経験の有無と、現在の地域医療に対する取組みのきっかけ
2006 （平成18）年の「地域医療を
考える県民フォーラム」について 地域医療への取組みのきっかけ

知っている

参加した

地域医療フォーラムに参加して、皆の熱意を感じました。
地域の医療は地域で支えていこう！という意識が生まれました。

医師が本音を話してくれたから。 

自らが病気をし、家族も病気になり、当事者になって始めて考えるようになった。 

地域の看護師同士の橋渡しの会がきっかけとなりました。 

参加しない

健康な日常生活が送れるようにしたいから。

町の健康福祉、医療の現状や問題点を共有したいから。

医師不足や、病院機能統合などの問題があったから。 

知らない

病院勤務医の疲弊がよくわかったから。

医師不足の中、住民が気軽に救急外来を利用しすぎて、医師が病気になるケースがある
と報道で知ったから。 

診療科が減ってきた事。 
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1） 地域医療の研究の現状
（1） 調査の背景と趣旨

1  地域医療に関わる問題解決の現状 地域医療に関わる問題解決の現状

Ⅳ 地域医療に関わる 問題解決のⅣ 地域医療に関わる 問題解決の
方法方法
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（2） 調査方法

①地域医療の臨床研究

②学際的な研究の現状

③地域医療における研究手法と質

④地域医療における研究支援

 

（3） 調査結果

①地域医療学系学術雑誌原著論文からみた地域医療
研究

Web
1988 63 26

2010 22  47
web

390

34

40

-
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2010 22  

1982 57
1988

63
1996

1999 11
2005 17
1992

994
34

157 76

表Ⅳ－1　 雑誌『地域医療』原著論文より抽出されたキーワード
出現回数順に上位34語をを示す

キーワード 数 キーワード 数
 地域保健医療サービス 40  現職教育 7
 日常生活活動 18  看護師-患者関係 7
 管理看護 15  患者ケア計画 7
 看護師 15  家族看護 7
 意識調査 14  院内感染 7
 生活の質 11  コミュニケーション 7
 在宅介護支援サービス 11  クリティカルパス 7
 患者の満足度 11  老人保健医療サービス 6
 訪問看護 10  認知症 6
 診断サービス 10  入院患者 6
 外来看護 9  接遇 6
 褥瘡性潰瘍 8  腎不全-慢性 6
 転倒・転落 8  口腔衛生 6
 地域社会歯科学 8  健康教育 6
 嚥下障害 7  患者ケアチーム 6
 不安 7  ターミナルケア 6
 脳血管障害 7  カンファレンス 6
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a  

b  
c  
d  
e  
f  
g  

a

 
35

23

0 20 40 60 80 100

日本プライマリ・ケア
連合学会誌

地域医療

包括的なサービス・コミュニケーション・社会構造
医療（サービス・システム）
福祉保健（サービス・システム）
疾患・治療
看護・介護
調査研究
教育

（%）

図Ⅳ－1　地域医療関連2雑誌におけるキーワードのカテゴリー分布

表Ⅳ－2　 『日本プライマリ・ケア連合学会誌』原著論文より抽出されたキーワード
出現回数順に上位34語を示す

キーワード 数 キーワード 数
プライマリーヘルスケア 157 　 診断サービス 18
地域医療 76 　 紹介と相談 17
アンケート 53 　 意識調査 16
保健医療サービス 51 　 家族 15
在宅介護 32 　 家庭診療 15
高齢者 30 　 救急医療サービス 15
病院 29 　 健康 15
老人保健医療サービス 29 　 腫瘍 15
医師 28 　 生活の質 15
在宅介護支援サービス 28 　 地域保健医療サービス 15
医学教育 27 　 漢方薬 14
地域看護 27 　 認知症 14
プライマリ・ケア医 24 　 外来患者 13
ターミナルケア 23 　 高血圧 13
在宅医療 21 　 介護者 12
医師-患者関係 20 　 患者 12
糖尿病 20 　 卒後研修 12
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40

22

②学際的な研究の現状

1964 39  2010 

22  

387 1980

2000 12  2008 20  

59

1980

1990
 

③地域医療における研究手法と質

0
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図Ⅳ－2　地域医療に関連した科学研究費費補助金新規採択課題数
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表Ⅳ－3　 科学研究費補助金に採択課題された地域医療に関連する課題件数と分野
（1965年度から2010年度まで）

分　野 件数 分　野 件数

社会学(含社会福祉関係) 54 社会・刑事法学 8

医療社会学 53 情報システム学（含情報図書館学）、知能情報学 7

公衆衛生学・健康科学 47 文化人類学・民俗学 6

地域・老年看護学 19 都市計画・建築計画 6

経済事情・政策学 16 地域研究 6

看護学 16 医学一般 6

小児・社会系歯学 15 農業経済・土木・計画学 5

経営学 13 生活科学一般 5

交通工学・国土・建築・都市計画 9 財政学・金融論 5

教育・社会系心理学、臨床心理学 9 衛生学 5

精神神経科学 8 社会システム工学、土木計画 5

1 2 2 2 1 1 3 5 1 2 3 6 5 6 4 5 5
1 1 1 1 1 1 3 1 2 2 4 1 2 1 2 1 5 5 5 2 1 2 2

1 1 1 1 2 1 2 1 2 1 2 2 2 6 1 1 1 2 1 1 1 3 1 1
1 1 1 1 1 3 5 3 6 3 2 2 3 4 1

1 1 1 1 1 1 1 2 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1
1 1 1 1 1 1 2 2 2 1 1 2

1 1 3 2 2 2 3 1 1
1 1 1 1 1 2 2 1 1 1 1
1 1 2 1 1 1 2 1 1 1

2 2 1 1 3 1
1 1 1 1 1 1 2

1 1 1 1 1 1
1 1 3 1

1 1 1 2
1 1 1 1 1

1 2 1 1
1 1 1 2

1 1 1 1 1
2 1 1 1

2 1 1
3 1

1 1 1 1
1 1 1 1

1 1 1 1
1 1 1

1 1 1
1 1 1

1 1
1 1

1 1
1 1

1 1
2

1 1
1 1

1 1
1 1

2
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

1
1

医療社会学
公衆衛生学・健康科学
社会学
看護学
小児・社会系歯学
経済政策
社会福祉学
都市計画・建築計画
医学一般
病院管理学
精神神経科学
社会法学
地域研究
衛生学
財政学・金融論
心理学
生活科学一般
農業土木学・農村計画学、農業経済学
文化人類学・民俗学
応用健康科学
教育学
広領域
情報システム学
人文地理学
社会システム工学
政治学
知能情報学
応用獣医学
家政学
科学教育
科学社会学・科学技術史
刑事法学
経営学
交通工学・国土計画
工業
内科学一般
脳神経外科学
法医学
ジェンダー
スポーツ科学
リハビリテーション科学・福祉工学
化学系薬学
各国文学・文学論
感染症内科学
環境動態解析
芸術学・芸術史・芸術一般
自然災害科学
商学
小児科学
情報通信工学
食生活
地理学
土木計画学・交通工学
日本語教育
日本史
非営利・共同組織
美学・美術史
文化人類学
放射線科学

総計
54
47
38
37
20
16
16
13
12
10
8
6
6
5
5
5
5
5
5
4
4
4
4
4
3
3
3
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
2
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1
1

2005 20101975 1980 1985 1990 1995 2000

図Ⅳ－3　科学研究費補助金に採択された分野別課題件数の推移
それぞれの行は採択課題分野を表し、採択頻度順に降順に並べた。1975年度から2010年度までのそれぞれ
の分野ごとの採択課題数によって色調で表示した。
課題数　1■　2■　3■　4■　5■　6■
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2011 2005 17  2010 
22  

• 

• 
• 

④地域医療における研究支援

a   

2008 20  

clinician-researcher  

EBM Evidence-
Based Medicine

10
e-learning

http://www.jikei.ac.jp/ekigaku/
2007 19  

2007 19  

表Ⅳ－4　 東京慈恵会医科大学「プライマリ・ケア
のための臨床研究者育成プログラム」

EBMから始まる臨床研究コース（総講義時間：350分）
疫学・臨床研究コース（総講義時間：390分） 
生物統計学コース（総講義時間：814分） 
家庭医療学コース（総講義時間：117分） 
質的研究コース（総講義時間：172分） 
研究倫理コース（総講義時間：88分） 
臨床研究実践コース （各自の研究テーマについての指導）
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e-learning

EBM

b   CRST: 
Clinical Research Support Team in JMU

2010 22  7    

http://www.jichi.ac.jp/dscm/CRST.html

CRST

CRST

CRST

大学院医学研究科

教育委員会
広報委員会

運営委員会

地域医療学センター

地域医療
学部門

公衆衛生
学部門

大学院
相談窓口

研究支援ニーズ把握

研究情報提供
地域医療
オープン
・ラボ

地域医療
支援部門

地域医療研究支援
チームCRST

社会人大学院生支援 研究支援 診療支援

図Ⅳ－４　自治医科大学地域医療研究支援チームの概要
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1） 医療計画の現状
（1） 調査の背景と趣旨

30

19 30

70

47

（2） 調査の方法

47

（3） 調査結果

①救急医療　
分析頻度が高いカテゴリーと分析項目
• 

2  都道府県の医療計画における実態把握 都道府県の医療計画における実態把握
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47
40 85.1%

66.0%
59.6% 59.6%

■ 現状分析のカテゴリー

医療提供体制救急体制

■政策目標のカテゴリー

救急医療

■ 現状分析のカテゴリー

■政策目標のカテゴリー

脳卒中

■ 現状分析のカテゴリー

■政策目標のカテゴリー

災害医療

医療提供体制患者状況 医療提供体制被災者状況

救命状況
救急搬送状況
救急窓口、システム
救命行為
スタッフ
搬送手段とエリア
住民の応急措置・予防
住民の意識と知識

医療機関
病床
スタッフ
受診患者

救命状況
救急体制
搬送手段とカバーエリア
医療提供体制
住民による救命行為
患者の受入れ状況

死亡状況
救急搬送状況
受療動向
予防状況

医療機関
手術実績
地域連携
病床
スタッフ
医療設備
介護施設
在宅医療関連

災害状況・予測

救急搬送状況
患者数
予防対策
医療提供体制
治療行為
在宅介護体制

医療機関
DMAT
災害訓練・危機
対応マニュアル

災害救急医療システム
医療提供体制
災害訓練・危機対応マニュアル
災害医療支援チーム（DMAT）

図Ⅳ－5　分析項目と政策目標のカテゴリー
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図Ⅳ－6　分析項目と政策目標のカテゴリー別分析頻度（救急医療）
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66.0%

34.0%

27.7%

48.9%

36.2%

AED:Automated External Defi brillator
44.7%

31.9%

• 

95.7%
53.2%

46.8%
44.7% 44.7%

分析頻度が低いカテゴリーと分析項目
• 

6.4%
8.5%

4.3%

6.4%
• 

4.3%

ICU:Intensive Care 
Unit CCU:Coronary 
Care Unit

4.3%

政策目標の設定状況
• 

78.7%

• 53.2%

42.6%

6.4% 12.8%

21 44.7%
21.3%

14.9%

12.8%

②脳卒中
分析頻度が高いカテゴリーと分析項目
• 
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図Ⅳ－7　分析項目と政策目標のカテゴリー別分析頻度（脳卒中）
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図Ⅳ－8　分析項目と政策目標のカテゴリー別分析頻度（災害医療）
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12.8%
 

政策目標の設定状況
• 

72.3%

• 
57.4%

2.1%

29.8%
23.4% DMAT

23.4%

DMAT

（4） 参考になると思われる分析例の紹介

①救急医療
• 

• 

• 

GIS Geographic Information System

• 

AED

②脳卒中
• 3

• 1
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QOL Quality Of Life

2
3

③災害医療
• 

13 27.7%

17.0%

12.8%
2.1%

• 

 
• NBC Nuclear, Biological, 

Chemical

10.6 NBC
DMAT

医療計画の見直し

2006（平成18）年の医療法改正により、都道府県に策定が義務付けられている医療計画において、具体的
に医療連携体制を位置づけるため、4疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）5事業（救急医療、災害
における医療、へき地の医療、周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む））ごとに計画を立てることが定
められた。現在の医療計画は、2008（平成20）～ 2012（平成24）年度の5か年を対象期間としており、
2013（平成25）年度から新しい医療計画に切り替わる。新しい医療計画を策定するにあたって、厚生労働省
は検討会を設置し、2011（平成23）年12月16日に「医療計画の見直しについて（案）」（以下、意見書）が
提出された。この意見書及び検討会で指摘された事項は、次の６点である。第一は、一定の人口規模（概ね
20万人未満）の二次医療圏において、入院患者の流出入状況を踏まえ、二次医療圏の設定の見直しを行うこと。
第二は、疾病・事業ごとのPDCA（Plan（計画）－Do（実行）－Check(評価)－Act（改善））サイクルの
推進のため、そのために必要な一連のプロセス（全都道府県が入手可能な指標等から現状把握・課題の抽出を
行い、課題抽出のための数値目標と施策を策定すること、また、定期的な評価を行う組織や時期を明記し、進
捗状況の評価と施策の見直し、住民への公表を促すこと）を医療計画の作成指針に明示すること。第三は、在
宅医療の体制構築に係る指針を示すこと。第四は、4疾病5事業に加え、精神疾患を追加し、「精神疾患の医療
体制構築に係る指針」を示すこと。第五は、地域医療支援センターの実施事業等を医療計画に記載し、医療従
事者の確保を推進すること。第六は、「災害医療計画等のあり方に関する検討会」の報告書で提案された内容
を踏まえて災害医療体制を構築するように促すことである。
意見書の狙いは、5疾病5事業に関係する医療提供体制を充実させるため、医療計画をより実効性の高い計
画にすることと言える。これまでの行政の計画は、目標と施策の内容が抽象的であるものが多かった。2006（平
成18）年の医療制度改革以降、数値目標を設置することや対策の評価とその時期を具体的に示すことで、政
策の実行性を確保する仕組みが導入されてきており、今後もこの動きは加速すると思われる。
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1） 課題

• 

• 

• 

• 

• 

2） 提言
（1） 地域に根ざした研究を発展させるための

支援体制づくり

NPO Non 
Profi t Organization

PBRN
Practice Based Research Network

3  課題の整理と提言 課題の整理と提言
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（2） 地域医療の環境を相対的かつ客観的に把握
するための地域データベースの構築

. 
P.131

（3） 研究成果やデータベースを医療計画の立案
に活用できる人材の育成

GIS
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1）  高度情報通信ネットワーク社会推
進戦略本部（IT戦略本部）の政策

2010 22
IT

 

（1） 「どこでもMY病院」構想の実現

MY
2010 22

/

2011 23

MY
MY

（2） シームレスな地域連携医療の実現（地域におい
て、医療から介護まで健康に関わる施設間での
切れ目のないデータ共用を可能にする体制）

2010
22

IT

AI
2011

23 IT

（3） レセプト情報等の活用による医療の効率化

1  現状と課題 現状と課題

 Ⅴ データベースの必要性 Ⅴ データベースの必要性
 （地域医療データバンク） （地域医療データバンク）
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2011 23

2011 23

（4） 医療情報データベースの活用による医薬品
等安全対策の推進　

2） 公的病院改革プラン

2007 19

928
2011 23

596 64.2% 2010
22 3 31

3） 医療計画・地域保健医療計画

2 30
30 11

 
 

4） 地域医療再生基金

2009 21 10

2009 21

 
2013 25
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2007 19 12 24 134

5） 地域医療機関における現状と課題
（1） 医師不足の要因分析

.
P.3

. P.3

○対象地域 二次医療圏を基本とする地域
○対象事業 地域の実情に応じて自由に事業を決定
 ただし、医師確保事業は必須要件
○計画期間 平成25年度までの5年間
○予算総額 3,100億円
 （100億円×10地域、25億円×84地域）
　※　一部執行停止後：2,350億円（25億円×94地域）

事業概要 スケジュール

 6 月 5 日 都道府県へ交付要綱等を発出
 10 月 16 日 750億円の執行停止を閣議決定
11 月 6 日 地域医療再生計画の提出期限
12 月 18 日 都道府県に対する交付金の額の内示
 1 月 8 日 交付金の交付申請期限
 1 月 29 日 都道府県に対する交付金の交付決定

都道府県

基金

手続の流れ

①計画の提出

③交付金の交付

随時相談
②計画の審議

厚労省 有識者による
会議

地域医療再生基金の概要

○平成21年度第一次補正予算において、地域の医師確保、救急医療の確保など、地域における医療課題の解決
を図るため、都道府県に「地域医療再生基金」を設置。
○従来の病院毎（点）への支援ではなく、都道府県が策定する「地域医療再生計画」に基づく対象地域全体（面）
への支援。
○各都道府県の「地域医療再生計画」において、次のような医師確保事業が盛り込まれている。
・大学医学部に地域医療等に関する寄附講座を設置し、当該講座から医師不足の医療機関に医師を派遣
・大学医学部の入学定員に地域枠を設け、将来地域で診察を行うことを条件として、地域枠の医学生に奨学金
を貸与し、医師になった後、貸与期間の1.5倍の間、地域での診療を義務付け

図Ⅴ－1　地域医療再生基金の概要
厚生労働省ホームページhttp://www.mhlw.go.jp/bunya/iryou/saiseikikin/より引用
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（2） 地域医療・介護ネットワークシステム

Web

1） 地域医療データバンク

2010 22 4

2  提言：地域医療分析の必要性提言：地域医療分析の必要性
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GIS
IT

2） 地域医療分析と地域保健医療計画

GIS

市町村の財政状況

医療サービス供給

医師 1人当たりの
医療サービス供給量
施設別、診療科別、市町村町丁字別

患者需要

患者受療数
町丁字別、性・年齢階層別、疾病分類別

患者移動距離
医療機関別、診療科別、疾病分類別

患者治療分析
現在の状況 将来推計 情報集約

情報提供

情報集約

情報集約

地域医療の効率化

GIS（地理情報システム）
を活用した地域医療資源
の有効活用分析

「医師数・病院数・病床数・生命寿命・受
療動向・患者受療率・患者移動距離・医
療機関機能分析等から」

医師の適正配置分析の基礎資料
診療科の偏在分析の基礎資料
診療圏分析の基礎資料

行政支援
地域の現状解析
公的病院の現状解
析（再生計画）
地域医療計画策定
のための現状解析
　　　　　　　等

医業収支、経常利益
繰入金・補助金

医療機関の経営状況

図Ⅴ－2　地域医療データバンク概要
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3）  地域医療分析と地域医療・介護
ネットワークシステム

IP-VPN

A地域

管理センター

薬局

診療所

病院

中核病院

C地域

広域医療
ネットワーク

病院

消防署

連携プラット
フォーム

地域医療
データバンク

中核病院
管理センター

患者管理

地域医療
データバンク

地域を越えた
患者データの共有

診療データ

診療データ

地域DB

連携PG

診療データ（A地域集約）

診療データ（他の地域へ）

B地域

図Ⅴ－3　地域医療データバンクの地域連携概要
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自治体病院と公立病院改革ガイドライン

少子高齢化・人口減少に伴い医療ニーズが変化するなかで、自治体病院と言えども、民間病院との役割分担
や連携、地域ニーズに応じた病院の再編・統合、人件費や設備費の節約といった経営努力を求められている。
もちろん、自治体病院には、民間医療機関による提供が困難な医療を提供する社会的使命があり、不採算で
あることだけで批判することは適切ではない。2007（平成19）年12月24日には、総務省から示された「公
立病院改革ガイドライン」において、公立医療機関に求められる役割は、「地域において提供されることが必
要な医療のうち、採算性等の面から民間医療機関による提供が困難な医療を提供することにある」と明記され
ている。具体的には、次の4つの機能、①山間へき地・離島など民間医療機関の立地が困難な過疎地等におけ
る一般医療、②救急・小児・周産期・災害・精神などの不採算・特殊部門に関わる医療、③県立がんセンター、
県立循環器病センター等地域の民間医療機関では限界のある高度・先進医療、④研修の実施等を含む広域的な
医師派遣の拠点としての機能が例示されている。
さらにこの「公立病院改革ガイドライン」では、病院事業を設置する地方公共団体に対して2008（平成
20）年度内に改革プランを策定し、経営改革に取り組むよう要請した。改革プランの中では、（１）公的病院
の果たすべき役割及び一般会計負担の考え方、（２）経営の効率化に関する数値目標（財務内容と医療機能に
関するもの）、（３）再編・ネットワーク化、（４）経営形態の見直しについて検討するよう求めている。
提出された公立病院改革プランの内容、その進捗状況については、総務省のホームページから個別に見るこ
とができる。2010（平成22）年9月30日現在では、46の都道府県、589の市町村がプランを策定している。
総務省ではこれらの改革プランの内容と実施状況だけでなく、参考となる事例集（経営改善の取組事例、医師
確保の取組事例）や地方公営企業等アドバイザー派遣事業も合わせて行っており、継続的に取組が進むよう支
援を行っている。
（公立病院改革プラン：http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/hospital/mokuji.html）
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